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第４章 復興事前準備の取組事例 

１ 事例一覧 

本事例集では、令和３年度までの復興事前準備の取組から、第３章で整理したパターンや自治体の規模、被害想定等も考慮して一覧表に示す事例を選定し整理している。 

 

表 復興事前準備の取組事例 一覧表 1/2 

 

  

人口
地域防災計

画

市町村
マスタープ
ラン

津波防災地
域づくり推
進計画

立地適正化
計画

(防災指針)

国土強靭化
地域計画

防災都市
づくり計画

事前復興に
関する計画

市町村 都道府県 頁
令和3年
1月1日

建物被
災率3
割
以上

建物被
災率3
割
未満

建物被
災率1
割
未満

浸水深
２m以
上

浸水深
２m未満

浸水深
は
不明

浸水深
２m以
上

浸水深
２m未
満

浸水深
は
不明

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （７）

いわき市 福島県 44
・地域防災計画の改定にあわせて体制、目標を位置づけ。体制では「復
興本部」の設置を明記し、市民や学識経験者との関わりについても記
載。

①④ ② 318,490 ● ● ● ● ● ●

守谷市 茨城県 47
・地域防災計画を補完し、復興手順や担当課を明確化するため、復興
手順のマニュアルを新規に策定。

② 69,392 ● ● ● ● ● ●

さいたま市 埼玉県 49
・防災都市づくり計画において、訓練、基礎データを体系的に位置づ
け。継続的に災害リスクをモニタリング。

①、③ ④ 1,324,589 ● ● ● ● ●

市川市 千葉県 53
・復興時の業務における復旧・復興プロセスを担当課.と合わせて明確
化するため、震災復興マニュアルを新規に策定。体制、手順、基礎デー
タを体系的に整理。

② ② ④ 491,764 ● ● ● ● ● ● ●

葛飾区 東京都 58

・大規模地震災害を踏まえた関連法令の改正や関連計画の改定を受
け、都市・住宅分野の復興手順を定めるマニュアルを改定。
また、平成16年度より住民参加の復興訓練を継続的に実施し、地区復
興まちづくり計画を検討。

②、③ ②、③ ①、③ ④
②（都市マス
にて）

463,691 ● ● ● ● ● ● ●

豊島区 東京都 66
・市町村マスタープランの改訂にあわせて復興目標として、区全域の復
興方針、復興パターンのゾーニング区分を作成。また住民参加による
復興訓練を通じて復興まちづくりの目標を作成。

② ② ①、③ ④ ② 287,300 ● ● ● ● ● ● ●

江戸川区 東京都 70
・地域防災計画、市町村マスタープランに復興体制や復興手順を具体
的に位置づけ。市町村マスタープランでは、区全域の「都市復興の基本
方針（復興パターン）」を明記。

② ②、③ ①、② ① ② 696,123 ● ● ● ● ● ● ● ●

足立区 東京都 75
・市町村マスタープランの分野別計画の中で、住民参加による復興訓
練による復興まちづくり目標の作成を位置づけ。

②、④ 691,002 ● ● ●

● 津波は河川敷

の一部のみで建物

被害はなしと想定

されている。

● ● ● ●

厚木市 神奈川県 78
・立地適正化計画(防災指針)で災害リスク等の現況・課題（基礎デー
タ）を整理。その上で、今後策定する防災都市づくり計画に、復興体制
と復興手順、復興目標の位置づけを予定。

② ③ ④ ① 223,710 ● ● ● ● ● ● ●

富士市 静岡県 81
・復興事前準備の総合的な計画となる事前都市復興計画を新規に策
定。住民参加による復興まちづくり訓練を通じて、復興まちづくりの進
め方等を検討。

①、④ ③ ②、④ ④ ② 252,243 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

伊豆市 静岡県 84
・国土強靭化地域計画の策定にあわせて、津波被災が想定される地区
を対象とした地区復興まちづくり計画案を作成。

④ ② 29,784 ● ● ● ● ● ● ● ●

下田市 静岡県 86
・国土強靭化地域計画の策定にあわせて、基礎データを分析し、被災後
の課題を整理。加えて事前復興計画の策定による復興事前準備の推
進を位置付け。

④ ① 20,898 ● ● ● ● ● ● ● ●

浜松市 静岡県 93
・津波防災地域づくり推進計画に、復興体制や目標(震災復興計画の策
定に関する内容)を位置付け。

① ① 799,966 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

岡崎市 愛知県 97
・地域強靭化計画や防災都市づくり計画の策定にあわせて、基礎デー
タの整理による復興課題地区を抽出。庁内の各種計画での復興事前
準備の位置づけが高まりつつある。

① ① ③、④ ① 386,252 ● ● ● ● ●

田原市 愛知県 100

・津波防災地域づくり推進計画の策定にあわせて被災想定(基礎デー
タの整理)や復興課題の整理、事前復興計画の策定の位置づけを実
施。市町村マスタープランの改定と合わせて復興目標の検討結果を、
具体的な施策の内容まで位置づけ。

① ① 60,895 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

知多市 愛知県 104
・立地適正化計画の防災指針の作成にあわせて、被災後の現状・課題
(基礎データの整理)を位置づけ。（※想定される災害タイプ・地震は地
域防災計画）

④ 85,302 ● ● ● ● ● ●

掲載する事例 掲載事例の参考ポイント

復興事前準備の取組内容
本編31頁から40頁での該当する番号の整理　注１

事例自治体の人口規模類型
災害発生に関する地域指定 想定される災害タイプ　注２ 事例で紹介する計画(●)

事例自治体での想定される災害の状況
復興事前準備の
進め方タイプ

掲載事例での復興事前準備を位置づけた計画体系の該当タイプ

町村体制 手順 訓練
基礎データ
の分析

目標
指定
都市

中核市 特例市
その他
の市

特別区

首都直下地
震緊急対策
区域指定市
区町村

南海トラフ
地震防災対
策推進地域

南海トラフ
地震津波避
難対策特別
強化地域

その他

地震 津波 水害
法定計画
の
活用
タイプ

事前復興
に関する
計画策定
タイプ

注１）復興事前準備の取組内容は、本編 31 頁から 40 頁での該当する番号をもとに記載している。後述で紹介する事例では、自治体での取組の全てではなく、一部を紹介している。 

注２）想定される災害タイプ：掲載している計画で想定している災害とは異なる場合がある。（例 本事例集に掲載している事前防災計画では地震を想定しているが、掲載していない地域防災計画では津波を想定している等） 

建物被災率：令和３年度取組状況調査での建物被害（全壊建物棟数）÷RESAS 地域経済分析システム（内閣府）での建物棟数より算定 
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表 復興事前準備の取組事例 一覧表 2/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口
地域防災計

画

市町村
マスタープ
ラン

津波防災地
域づくり推
進計画

立地適正化
計画

(防災指針)

国土強靭化
地域計画

防災都市
づくり計画

事前復興に
関する計画

市町村 都道府県 頁
令和3年
1月1日

建物被
災率3
割
以上

建物被
災率3
割
未満

建物被
災率1
割
未満

浸水深
２m以
上

浸水深
２m未満

浸水深
は
不明

浸水深
２m以
上

浸水深
２m未
満

浸水深
は
不明

（1） （2） （3） （4） （5） （6） （７）

京都市 京都府 106 ・職員の復興訓練（オンライン）の実施。 ① 1,400,720 ● ● ● ●

佐用町 兵庫県 108
・地域防災計画の改定にあわせて、豪雨災害での経験を踏まえて体
制、目標(復興計画の構成)を反映した事例。

② ① 16,294 ● ● ● ● ●

太地町 和歌山県 111
・市町村マスタープランの改定と事前復興計画の策定をあわせて実施
し、復興まちづくりの行政の考え方を、高台移転等の事業を見据えて
位置づけ。

①、④ 3,005 ● ● ● ● ● ● ● ●
※

市町村マスター
プランに反映

美浜町 和歌山県 113
・和歌山県ガイドラインに則りながら町全域における被災後の復興目
標(計画人口、事業手法等)を整理した事前復興計画を策定し、地域防
災計画にその内容を反映。

①、④ 6,949 ● ● ● ● ● ● ● ●
※

地域防災計画に
反映

南部町 鳥取県 118
・地域防災計画の改定の際に、鳥取西部地震の復興における課題を
庁内職員が総括整理した上で体制、手順、目標を位置づけ。

① ① ① 10,601 ● ● ● ● ●

美波町 徳島県 122
・事前復興に関する総合的な計画を住民参加のもと策定。被災前から
住民を中心に高台移転地を検討する等の取組を大学の協力も得なが
ら実施。

④ ①、⑤ 6,434 ● ● ● ● ● ● ●

海陽町 徳島県 126 ・事前復興に関する計画を新規に策定中。 ① 8,975 ● ● ● ● ● ● ●

高知市 高知県 128
・地区レベルでの住民主体での検討により高台移転の検討等の内容
を含む事前復興計画を作成し、地区防災計画として地域防災計画に
位置付け。

② ④ ① 325,218 ● ● ● ● ● ● ●

香南市 高知県 132

・高知県が実施する復興訓練、大学との勉強会への参加により復興事
前準備の必要性を認識し、復興事前準備の内容を総合的に含む事前
復興計画を新規に策定。その後も庁内職員の訓練の実施等、継続的
に復興事前準備に取り組んでいる。

① ① ① 33,193 ● ● ● ● ● ● ●

基山町 佐賀県 141
立地適正化計画の防災指針の作成の際に、水害を想定し被災想定や
復興課題を抽出。

④ 17,457 ● ● ● ● ●

日向市 宮崎県 143
立地適正化計画の防災指針の作成時に被災時の課題を抽出。具体の
事業につながる集団移転や宅地嵩上げ等の検討を位置付け。

④ ① 60,570 ● ● ● ● ● ● ●

水害
法定計画
の
活用
タイプ

事前復興
に関する
計画策定
タイプ

特別区

首都直下地
震緊急対策
区域指定市
区町村

南海トラフ
地震防災対
策推進地域

南海トラフ
地震津波避
難対策特別
強化地域

その他

地震 津波

指定
都市

中核市 特例市
その他
の市

災害発生に関する地域指定 想定される災害タイプ　注２ 事例で紹介する計画(●)

事例自治体での想定される災害の状況
復興事前準備の
進め方タイプ

掲載事例での復興事前準備を位置づけた計画体系の該当タイプ

掲載する事例 掲載事例の参考ポイント

復興事前準備の取組内容
本編31頁から40頁での該当する番号の整理　注１

事例自治体の人口規模類型

町村体制 手順 訓練
基礎データ
の分析

目標

注１）復興事前準備の取組内容は、本編 31 頁から 40 頁での該当する番号をもとに記載している。後述で紹介する事例では、自治体での取組の全てではなく、一部を紹介している。 

注２）想定される災害タイプ：掲載している計画で想定している災害とは異なる場合がある。（例 本事例集に掲載している事前防災計画では地震を想定しているが、掲載していない地域防災計画では津波を想定している等） 

建物被災率：令和３年度取組状況調査での建物被害（全壊建物棟数）÷RESAS 地域経済分析システム（内閣府）での建物棟数より算定 
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２ 事例 
 

本事例集では、下記の事例を収集し、人口規模、復興事前準備の位置づけ方、想定される災害、

復興事前準備の５つの項目（体制、手順、訓練、基礎データ、目標等）のうち、どの項目に該当

しているかについて紹介している。 

 

○令和３年度の自治体実施状況調査において復興事前準備に取組んでいる事例 

○既に「ガイドライン」において紹介されているが引き続き記載することが望ましい事例 

 

記載に際しては、下記の７つの計画の記載内容を紹介している。 

 

１．法定計画の活用タイプ 

(１)  地域防災計画 

(２)  市町村マスタープラン 

(３)  津波防災地域づくり推進計画 

(４)  立地適正化計画(防災指針) 

(５)  国土強靭化地域計画 

(６)  防災都市づくり計画 

２．事前復興に関する計画策定タイプ 

(１)  事前復興に関する計画 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

 

 

 

  

自治体名 福島県いわき市  

窓口連絡先 都市建設部都市計画課    
0246-22-7511 

人口 318,490 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 ☑中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

☑地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
☑３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ １ １ ２ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組
んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 

 

復興事前準備に取組
んだ「きっかけ」 

・ 河川が氾濫寸前になるなど、災害リスクを再認識する事態があった 

 

復興準備を進める
「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
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１－（１）地域防災計画 

（福島県）いわき市地域防災計画（令和３年４月修正） 

復興体制 

■災害復興推進体制の検討 

○市の災害復興推進体制 
・ 甚大な被害を受けた災害からの復興事業を実施するうえで、市民生活及び都市

の復興を総合的な視点に立って的確かつ迅速に進めるために、通常の行政組織
と合わせて、組織横断的な臨時組織の設置も求められる。 

・ 甚大な被害により復興に相当の期間を要すると考えられる場合には、市長は、
すみやかに復興本部会議を招集し、災害復興推進体制の検討を行う。 

・ 災害復興推進体制は、全庁を挙げて関係機関・団体との連携を図りながら、復
興への取組を推進できる組織体制とする。  

・ 応急対策から復旧、復興へは、質的な変化を伴いつつ断続的に進行するもので
あるため、災害復興は、災害対策本部が所掌する応急的な事務事業のうち、震
災復興にも関係し、大きな影響を与えるものについて、災害対策本部と連携・
連絡を密に取りながら進めていくこととなる。  

・ また、災害復興計画の作成に際しては、被災市街地復興特別措置法を十分踏ま
えることとする。 

 

○市や市民、学識経験者などによる復旧・復興計画の検討・推進組織の設置 
・ 被災後の具体の復旧・復興計画の策定や、復興の取組を進めるにあたって、そ

の過程における様々な検討には、市だけでなく、市民や市域内の事業所、学識
経験者など幅広い参加者からなる検討・推進組織を設置し、協議・検討を行
う。  

・ なお、復興の取組みを進める上で、要配慮者や女性などの視点が重要であるこ
とから、同組織の委員として要配慮者や女性が参画できるよう十分配慮する。 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

地域防災計画の改定にあわせて体制、目標を位置づけ。体制では「復興本部」の設置を明記

し、市民や学識経験者との関わりについても記載。 
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目標等 

■復興の基本的な考え方 
・ 復興に際しては、災害に強い安全なまちづくりに努めるとともに、誰もが安心

して暮らせるよう、雇用、保健、医療、福祉などの施策を総合的かつ計画的に
進めることが重要である。 

・ 市では、被災者の生活再建や社会基盤の再生・強化など５つの柱として取り組
む。 

・ 以下、東日本大震災発生後に策定した「市復興事業計画」の体系を示す。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 茨城県守谷市 

窓口連絡先 都市整備部都市計画課   
0297-45-1111 

人口 69,392 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 ☑その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

☑【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
□法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 ☑事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン ☑【守谷市災害時行動マニュアル】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
☑３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ ３ ３ ３ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 

 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 庁内で取組を主導する担当課や担当者が明確にされたこと 

 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
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２－（１）事前復興に関する計画 

（茨城県）守谷市災害時行動マニュアル(令和３年３月)  

復興手順 

■概要 
・ 本マニュアルは、守谷市地域防災計画（地震災害対策編）の第４章災害応急対

策計画及び第５章災害復旧・復興計画までの実施業務について、具体的な実施
手順を示すものである。 

 

【特徴・参考となるポイント】 

地域防災計画を補完し、復興手順や担当課を明確化するため、復興手順のマニュアルを新規

に策定。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 埼玉県さいたま市 

窓口連絡先 都市総務課    
048-829-1394 

人口 1,324,589 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 ☑指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

☑防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
☑３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

２ ２ １ １ ３ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 他の自治体の被災状況を見て、事前準備の必要性を認識した 

 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復興事前準備の取組として、行政職員を中心に、生活者の視点と行政の視点
の双方から都市復興を考える復興イメージトレーニングを継続的に実施し、
職員の災害に対する対応能力向上や復興についてのノウハウの蓄積を図るこ
とができた 
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１－（６）防災都市づくり計画 

（埼玉県）さいたま市防災都市づくり計画（平成 29年） 
さいたま市防災まちづくり方針作成の手引き 

計画の概要 

■計画策定の視点 
・ これまでの防災対策は、災害が発生する前の取組に重点を置いていたが、近年

の大震災の教訓を踏まえると、被害を完全に防ぐことが困難であることから、
万一被災した場合を想定して、速やかに復旧し、円滑に復興するための対策も
平時から進めておくことが重要である。このため、「防災都市づくり計画」の
策定にあたり事前・復旧・復興という３つの視点から、基本方針及び具体施策
を設定した。 

 

■防災都市づくり計画の基本方針 
・ 「方針４」に「被害を受けても円滑に復興するための備えを進める方針」を位

置づけている。 

 
 
 

【特徴・参考となるポイント】 

防災都市づくり計画において、訓練、基礎データを体系的に位置づけている。継続的に災害

リスクをモニタリングしている。 
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復興訓練 

■施策４：被害を受けても円滑に復興するための備えを進める施策 
○具体施策 
・ 災害時対応力の向上 
・ 災害時の被害軽減や復興プロセスの最短化に向けて平時から必要な対策を講じ

るため、継続的なモニタリングによって災害リスクが高いエリアを把握するほ
か復興イメージトレーニングなどを通じて災害時の対応力向上に努める。 

 
〈復興イメージトレーニングの実施〉 
・ 行政職員を中心に、生活者の視点と行政の視点の双方から都市復興を考える復

興イメージトレーニングを継続的に実施し、職員の災害に対する対応能力向上
や復興についてのノウハウの蓄積を図る。 

・ 地区住民も含めた関係者とともに、市内の具体箇所を対象にしたトレーニング
をすることで、地域の防災力の向上につなげる。 
 

 
 
 
 
 
 
 

基礎データ 

■さいたま市防災都市づくり計画における災害リスクの総合的な評価結果 
〇継続的なモニタリング 
・ 毎年更新される各種データを活用して災害リスクの変化をモニタリングし、災

害時の被害を軽減するための施策を継続的に見直す。 
・ 既に災害リスクが高いエリアだけでなく、災害リスクが高くなる可能性がある

エリアを事前に把握することで、リスク軽減に向けた施策の早期導入を図る。 
・ モニタリングの結果は市民にも広く公開し、地区住民による防災計画や防災マ

ップの作成など、地域の災害時対応力向上につなげる。 
・  
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〇市街地の評価 
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復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治体名 千葉県市川市 

窓口連絡先 街づくり部街づくり計画課   
047-712-6323 

人口 491,764 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 ☑その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

☑【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
□法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 ☑事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン ☑【市川市震災復興マニュアル  】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
□３割未満 
☑１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ ３ １ ３ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 
・ 復興事業として実施が想定される内容や活用を想定する補助金事業を確認し

ておくこと 
・ 復興での居住の場の確保の方針や考え方を整理すること 
・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 庁内で取組を主導する担当課や担当者が明確にされたこと 
・ 作業についてコンサルタントの支援を受けられる予算措置が可能となった  
・ 他の自治体の被災状況を見て、事前準備の必要性を認識した 
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【ヒアリング概要】 

震災復興マニュアルを策定された

目的、背景や経緯 

・ 今後 30 年以内に震度６弱以上の地震が発生する可能性が 85%と
の発表があり、改めて対応の必要性を認識した。 

・ 地域防災計画には具体的な復興手順が定められておらず、震災
後、速やかに復興まちづくり事業を進めていくためには、行動
マニュアルの整理が必要であった。 

・ 外部委託の費用が予算化されコンサルタントの作業支援が可能
となった。 
 

作業人数 
・ ３名。(他業務との兼務) 

 

計画の策定体制 
・ 庁内会議を設置し内容の調整等を図った。 

 

作業期間 
・ 委託は単年度。予算化のために前年度頃より情報は収集。 

 

コンサルタント等への委託の有無 
・ 委託あり。 

 
 

取組のメリットや効果 
・ 復興時の具体的な手順や庁内の役割分担が明確になった。 

 

他の計画(地域防災計画への反映

等)への反映状況 

・ 市川市震災復興マニュアルは市ホームページ上に公開。 
・ 地域防災計画(震災復興編)の「第４章 災害復興計画」に反映。 

 

現在の復興事前準備の実施体制 

・ 復興まちづくり事業実施の可能性が高いため、街づくり部街づ
くり計画課が主体で危機管理担当等と連携する体制となってい
る。 
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２－（１）事前復興に関する計画 

（千葉県）市川市震災復興マニュアル(令和２年３月) 

計画の概要 

■計画対象区域・対象とする災害 
・ 本市において最も被害が大きいとされている東京湾北部を震源域とする東京湾

北部地震（マグニチュード 7.3、震源深さ 20 ㎞程度）を本計画の想定地震とす
る。 

 

■計画の位置づけ 
・ 市川市震災復興マニュアルは、「市川市地域防災計画(震災編)」の第４章「災

害復興計画」における、具体的な職員の行動マニュアルである。 
・ 本マニュアルでは、災害時における「復興体制の構築」、「都市及び住宅の復

興」、市民と連携して行う「地域協働復興」を対象とし、「生活の復興」、
「産業の復興」に関するマニュアルの策定については、今後検討していくもの
とする。 

・ また、復興と復旧は密接な関係があり、重複する業務もあることから、本マニ
ュアルでは重複部分も定めることとする。なお、重複部分の記載内容は、「市
川市地域防災計画」及びその関係マニュアルと整合を取るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

復興時の業務における復旧・復興プロセスを担当課と合わせて明確化するため、震災復興マ

ニュアルを新規に策定。体制、手順、基礎データを体系的に整理 
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復興体制 

復興体制の構築を時系列で整理している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復興手順 

各項目について行動手順をまとめている。一例は下記のとおりである。 
 
（例）地域復興協議会の発足 
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基礎 

データ 

■復興対策基本図 
・ 被災後の復興まちづくりを考える際の前提条件となる基礎データを整理してい

る。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 東京都葛飾区 

窓口連絡先 都市整備部都市計画課     
03-5654-8382 

人口 463,691 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 ☑特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

☑【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 ☑事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン ☑【葛飾区震災復興マニュアル  】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
□３割未満 
☑１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ １ ２ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 
・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 他の自治体の被災状況を見て、事前準備の必要性を認識した 
・ 都道府県や大学等の外部機関からの協力、専門的な助言を得られた（シンポ

ジウムや勉強会の開催等） 
 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
・ 復興時の検討スタートとなる考え方が整理された 
・ 災害発生までに実施すべき日常業務での内容が明確になった 
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２－（１）事前復興に関する計画 

（東京都）葛飾区震災復興マニュアル（都市･住宅編）（令和３年３月） 

マニュア

ルの概要 

■応急・復旧対策作業を復興プロセスに位置づけ 
・ 復興プロセスにおいて、発災直後からの初動期である数か月は、「応急復旧対

策」を目的として、災害対策本部業務として取り組まれる作業がある。中でも、
被害状況の把握をはじめ 、震災復興と密接に関連する作業を整理のうえ、改めて
選別し、震災復興マニュアルに盛り込む形としている。 
 

 
 

■今後の進行管理の明確化 
・ 震災復興マニュアルが実践的な計画であり続けるため、今後の関連計画等に合わ

せた見直し、様々な復興にかかる訓練成果や災害からの復興事例の反映、「震災
前に準備すべき事項」への取組を進めるなど、定期的な更新を重ね、マニュアル
の実効性を確保することとしている。 

 

【特徴・参考となるポイント】 

大規模地震災害を踏まえた関連法令の改正や関連計画の改定を受け、都市・住宅分野の復興

手順を定めるマニュアルを改定。 

また、平成 16年度より住民参加の復興訓練を継続的に実施し、地区復興まちづくり計画を

検討。 
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復興手順 

■震災復興の流れ 
・ 震災復興における自助・共助・公助の連携による復興の基本的な考え方を示すと

ともに、これまで実施してきた震災復興まちづくり訓練を踏まえ、都市と住宅の
分野に絞って、復興の基本的プロセスの解説や住民が自主的に復興に取り組むた
めの仕組み等を紹介する「都市と住まいの復興～地域協働復興編～」を作成して
いる。 

  

 
 

■区の動き 

○復興対象地区の設定（被災後１週間～２か月以内） 

 

 

○都市復興基本計画の策定（被災直後～６か月以内） 
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復興手順 

 

 

○地域での復興まちづくり計画づくり（被災直後～） 

 

○時限的市街地の検討・形成・運営支援（被災後２週間～） 

 

 

○各種住宅再建支援の検討・実施（被災後１か月～） 
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（東京都）葛飾区震災復興マニュアル ～地域協働復興編～(令和３年３月) 

復興体制 

■避難から地区ごとの復興を担う組織の立ち上げ 
○Step１ 被災者生活支援連絡会の立ち上げ （発災直後～２週間） 
・ 被災者生活支援連絡会とは、各町会・自治会が相互に助け合い、長期にわた

り、被災生活に関するさまざまな情報を集約し、各種対策を話し合うととも
に、区などの関係機関への要請や連携、地域への情報提供などを行う会議体で
ある。被害状況や地区住民の生活復興への意向に応じ、各町会・自治会長等
が、地区センターなどを拠点として立ち上げる。 

 
 
○Step２ 被災者生活支援連絡会の体制拡充 （２週間～１か月） 
・ 被災者生活支援連絡会は、お茶会や親睦会など、地域の皆さんが話しやすく、

参加しやすい場をつくり、さまざまな情報を共有しながら、復興に必要な支援
などについて意見交換や調査、検討を行う。また、必要な活動について分野別
に部会を設置するなど、状況に応じて体制を拡充していくことが考えられる。 

 
 
○Step３ 被災者生活支援連絡会の活動 （１か月以降） 
・ 被災者生活支援連絡会は、都市や住まいの分野だけでなく、被災地域の住民の

不安に寄り添い、治安や子供・高齢者の支援などあらゆる分野の被災者個々人
の復興に取り組むこととなる。 
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復興手順 
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復興訓練 

■地域協働による復興を推進するために 
○普段からのまちづくり活動 
・ 日頃から、地域の皆さんが将来のまちのあり方を話し合い、一定の合意形成が

できていれば、万一の震災時、迅速な復興まちづくりが可能になる。また、震
災前にまちづくりを進め、災害に強いまちを創ることができれば、究極の事前
復興にもなる。 

・ このような普段からのまちづくりを推進するため、「葛飾区区民参加による街
づくり推進条例」では、地域の皆さんが目指すまちの将来像を区に提案するこ
とができることになっており、そのための手続きや、まちづくりについて検討
するための活動を支援している。 

 
○地域コミュニティづくり 
・ 被災時は、避難所生活から仮住まい、復興まちづくりのそれぞれの過程で、地

域コミュニティが大きな役割を果す。 
・ 普段から、災害時の安否確認訓練や避難所運営会議・訓練、地域イベントなど

を通じて、町会・自治会をはじめ、子ども会や消防団など地区内のさまざまな
組織、多世代が相互連携を強め、地域力を高めておくことが大切である。 
 

○地域の特性や資源の把握 
・ 復興の際は、その地域の特性や資源を大切にして復興まちづくりを進める。 
・ 毎日の散歩など日常生活の中で、災害時に危険な場所などの地域の課題、歴史

や将来にも残していきたい地域の魅力を把握する。 
 

○震災復興まちづくり訓練への参加 
・ 葛飾区では、地域住民と復興過程を疑似体験して、復興手順や復興まちづくり

の方針を話し合う震災復興まちづくり訓練を実施。 
・ 防災訓練が災害直後から避難所生活までの応急対策を対象としているのに対

し、震災復興まちづくり訓練は、避難所生活などの応急対策が一段落した時期
以降に生じるさまざまな課題をイメージし、それらを解決する力を養うととも
に、地域の復興の進め方を考える。 

・ 訓練の様子を「復興訓練通信」として公開している。 
・ 訓練を契機に、参加者同士が顔見知りになることで、普段からのまちづくり活

動や地域のコミュニティづくりに繋がることもあり、災害時のスムーズな地域
協働復興の実現が期待できる。 
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復興訓練 

■葛飾区震災復興まちづくり訓練の実施 
・ 葛飾区では、切迫する東京直下地震を踏まえ、震災後の迅速かつ円滑な復興ま

ちづくりにつなげることを目的として、平成 16 年度より 19 の連合町会単位で
「震災復興まちづくり訓練」を継続的に実施している。 

 
〈訓練の一例：水元地区震災復興まちづくり訓練（令和 3年度）〉 
・ 内容：まち点検、復興事例等の聴講、復興まちづくり手順の演習等 
・ 対象：地域の方々や職員など 
・ 実績：約 20 名～25名 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○プログラム 

項目 内容 

１回目 復興について学ぶ  

・ 発災からの避難・生活再開に向けて 

・ 復興のイメージづくり(DVD 上映) 

・ 特別講演「一人ひとりの復興に寄り添う住まいの再建」 

・ 水元地区震災復興まちづくり訓練の予定 

２回目 復興の手がかり 
を探す 

・ 講義「葛飾区の被害想定と地域協働復興を知る」 

・ グループワーク〈復興の手がかりを探そう〉 

３回目 
被災後の住まい 
の確保、復興方 
針を話し合う 

・ グループワーク〈①被災後の「住まい」の復興を考える〉 

・ グループワーク〈②被災後の「都市」の復興を考える〉 

・ グループワーク〈③「震災復興の進め方」をまとめよう〉 

※各地区の訓練成果を、葛飾区震災復興マニュアルに綴じ込み、また、訓練を実施 

した地域でも保管している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：葛飾区 HP 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

  

自治体名 東京都豊島区 

窓口連絡先 都市整備部都市計画課     
03-4566-2633 

人口 287,300 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 ☑特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

☑【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

☑市町村マスタープラン □【             】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【             】 

□立地適正化計画（防災指針） □【             】 

□国土強靭化地域計画 □【             】 

□防災都市づくり計画 □【             】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
□３割未満 
☑１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
☑２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ １ １ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 
・ 復興事業として実施が想定される内容や活用を想定する補助金事業を確認し

ておくこと 
・ 行政の継続性を確保するため行政施設や消防、病院等の中枢機能移転等の方

針を整理すること 
・ 復興での居住の場の確保の方針や考え方を整理すること 
・ 行政区域内の主要な産業機能を維持するための方策を検討すること 
・ 阪神・淡路大震災をはじめとした震災により、災害リスクを再確認した 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 庁内で取組を主導する担当課や担当者が明確にされたこと 
・ 住民からの防災に関する対応を求める意見が強くなった 
・ 他の自治体の被災状況を見て、事前準備の必要性を認識した 
・ 河川が氾濫寸前になるなど、災害リスクを再認識する事態があった 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
・ 復興時の検討スタートとなる考え方が整理された 
・ 災害発生までに実施すべき日常業務での内容が明確になった 
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１－（２）市町村マスタープラン 

（東京都）豊島区都市づくりビジョン 改定版 （令和３年４月） 

目標等 

■都市づくり方針１：高度な防災機能を備えた都市の実現 

〇防災都市づくりのイメージ 

 
○被災後の復興都市づくりの検討 

〈平常時から迅速な都市復興に備えるための事前復興ビジョンの作成〉 
・ 迅速な都市復興と災害に強い市街地の形成に向けて、平成25（2013）年３月に制

定した「豊島区震災復興の推進に関する条例」に基づき、被災後の都市像や事業
手法など、区民と事前復興ビジョンを検討し、復興都市づくりに向けた準備を進
める。 
 

〈事前復興ビジョンのイメージ〉 
・ 建築物の大半が焼失するなど大きな被害を受けた場合は、道路などの都市基盤の

整備状況や地区の被害状況など被災の程度を踏まえ、適切な復興都市づくりの手
法を検討する。事前復興ビジョンには、以下のようなタイプが想定される。 

 

エリア別の整備イメージ 

  

【特徴・参考となるポイント】 

市町村マスタープランの改訂にあわせて復興目標として、区全域の復興方針、復興パターン

のゾーニング区分を作成。また住民参加による復興訓練を通じて復興まちづくりの目標を作

成。 
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目標等 

〇復興パターンの設定とゾーニングを検討 

   

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○生活復興の推進 
・ 「豊島区震災復興マニュアル（生活・産業復興編）」に基づき、ボランテ

ィアや NPO などによる生活復興の支援活動と連携しながら、被災後の一日
も早い区民の暮らしや雇用の再生を図る。 
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復興体制 
○復興体制の強化 
・ 「豊島区震災復興の推進に関する条例」に基づき、災害対策本部とともに震災復

興本部を立ち上げ、被災後の復興都市づくりを推進する。 

復興訓練 

■「震災復興マニュアル」の策定に向けた取組の一環として訓練 
・ 豊島区では、「震災復興マニュアル」の策定に向けた取組として、平成 21 年度

から「震災復興まちづくり訓練」を行ない、その結果を踏まえて「豊島区震災復
興マニュアル（都市・住宅復興編）」を平成 23年に策定した。 

・ その後も、首都大学東京(現東京都立大学)の協力を得ながら地域で訓練を行な
い、地域の方と成果をまとめている。地域での訓練は、約半年間にわたり、復興
過程を模擬体験しながら、実施地区における「復興の手順（協議会のつくり
方）」や想定被害に対する「復興まちづくり計画案」などの検討を行い、成果を
まとめている。また、訓練概要についてはかわら版を発行している。 

 
○訓練の概要 
・ 参加者:地域の方、区職員、専門家、大学スタッフ 
・ 参加人数:毎回地域の方 20～30名、区職員、専門家および大学スタッフ 30～40名 
 

○プログラム 

項目 内容 

１回目 
ガイダンス 

・ 体験者の話を聞いて考える 

２回目 ・ まちを歩いて被害をイメージする 

３回目 ・ 被災後のまちや住まいを考える 

４回目 ・ 復興の進め方と方針を考える 

５回目 ・ 訓練の成果と復興の課題を確認する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：豊島区 HP 
 

基礎 

データ 

○被災後の都市づくりを支える施策の推進 
・地理情報システム（GIS）の活用や地籍調査の推進などにより、迅速な都市復興
を支える基本的な都市データを集約し、り災証明書の速やかな発行など被災後の
都市づくりと被災者の生活再建に向けた準備を強化する。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 東京都江戸川区 

窓口連絡先 都市開発部     
03-5662-6368 

人口 696,123 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 ☑特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

☑【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

☑地域防災計画 □事前復興に関する計画 

☑市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
□３割未満 
☑１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ １ １ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 
・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 首長からの指示があった 

 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
・ 復興時の検討スタートとなる考え方が整理された 
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１－（１）地域防災計画 

（東京都）江戸川区地域防災計画（令和３年度修正） 

復興体制 

■復興の考え方 
・ 大規模な災害により甚大な被害が発生したときは、速やかに復興に関する方針

を定めて対策を講じる必要がある。 
・ 応急・復旧は対策を迅速かつ機動的に実施するものであり、復興は対策を中長

期的視点に立って計画的に実施するものである。 
・ 復興に際しては、災害に強い安全なまちづくりに努めるとともに、誰もが安心

して暮らせるよう、都市基盤の復興だけでなく、住宅、福祉、医療、環境、雇
用、産業などの施策を総合的かつ計画的にすすめる。 
 

○総合復興計画 

 

 

 

 

 

 

 

■復興本部の設置 
・ 区長は、大規模災害により被害を受けた地域が区内の相当の範囲に及び、か

つ、重大な被害を受けた場合は、被災後、できるだけ早い時期に区災害対策本
部とは別に復興本部を設置する。 

復興手順 

■都市の復興 
○復興初動体制の確立 
・ 都市復興本部の設置 

復興事業を迅速かつ計画的に実施するため、できる限り早期に都市復興本部を
設置する。都市復興本部は、被災直後に設置される区災害対策本部と緊密な連
携が図られる組織体制とする。 

・ 被害概況の把握 
(1) 家屋被害概況調査 
(2) 建築物の応急危険度判定調査 

○都市復興基本方針の策定等 
・ 都市復興基本方針の策定・公表 

家屋被害概況調査等をもとに、速やかに区の都市復興への方向性を示す都市復
興基本方針を策定し、区民に公表する。 

・ 建築基準法第 84 条に基づく建築制限 
壊滅的な被災市街地で、基盤整備を図るべき地区について、建築制限を実施。 

○都市復興基本計画の策定等 
・ 被害状況の詳細調査等 

(1) 家屋被害状況調査 
(2) 復興対象地区の指定 

・ 被災市街地復興特別措置法第７条に基づく建築制限 
抜本的な都市基盤整備事業を行う地域について、事業を円滑に推進するため、
「被災市街地復興推進地域」の都市計画決定を行い、建築制限を実施する。 

  

【特徴・参考となるポイント】 

地域防災計画、市町村マスタープランに復興体制や復興手順を具体的に位置づけ。市町村マ

スタープランでは、区全域の「都市復興の基本方針（復興パターン）」を明記。 
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復興手順 

・ 都市復興基本計画の策定・公表 
都市復興基本方針を踏まえ、土地利用方針、都市施設の整備方針、市街地の整
備方針など、地区ごとの具体的なまちづくり方針について区民等の意見を聞
き、その意見が十分に反映されるよう必要な措置を講じ、都市復興基本計画を
策定、公表する。 

・ 時限的市街地づくり 
(1) オープンスペースの利用調整 
(2) 時限的市街地づくりの方針原案の作成及び決定 
(3) 時限的市街地の建設・運営 

○都市復興事業の推進 
・ 復興まちづくり計画の策定 

復興まちづくり計画（案）を作成し、区民に周知する。地元説明会やまちづく
り協議会での協議結果を踏まえて、復興まちづくり計画を策定する。 

・ 復興都市計画の決定 
復興都市計画（案）を策定し、都市計画決定手続き（公告縦覧及び決定）を行
う。 

・ 復興事業計画の作成・決定 
復興事業計画（案）を作成し、区民に周知する。地権者との協議を行い、合意
形成を図り復興事業計画を決定する。 

・ 都市復興事業の推進 
復興事業計画に基づいて、都市復興事業を円滑に推進する。 
※時限的市街地とは、区民が主体となって地域の復興をすすめるため、｢暫定 
的な生活の場｣として暫定的につくる市街地のこと。時限的市街地は、仮設 
の住宅、店舗や事業所と利用可能な残存建設物などから構成される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■生活の復興 
・ 区民のくらしを震災前の状態に回復させるため、保健・医療・福祉・文化・社

会教育、消費生活等に関する対策を総合的に推進する。 
・ また、ボランティアや NPO 等が活動しやすい環境の整備を図るとともに、これ

らの市民団体等との連携の下、生活基盤・環境を創造的に形成する。 

■産業の復興 
・ 産業の復興にあたって、早期の事業再開等が円滑にすすむよう支援するととも

に、中長期的視点に立ち、産業振興を図る施策をすすめる。 
・ 東京都の策定する産業復興方針と連携し、中小企業施策、農業施策及び雇用・

就業施策などを総合的に展開する。 
・ 復興過程においては、自力再建までの一時的な事業スペースの確保への

支援、施設再建のための金融支援、取引等のあっせん、物流の安定な
ど、総合的な対策を講じる。 
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１－（２）市町村マスタープラン 

（東京都）江戸川区都市計画マスタープラン（平成 31年３月） 

復興体制 
基礎データ 

■復興のための体制整備 
・ 被災前の市街地における都市基盤整備状況を図面情報として整理するなど、復

興都市づくりの手法を迅速に検討できる準備を行う。 
・ 家屋別の住宅戸数情報を電子データとして入力するなど、迅速に建築物の被災

棟数を集計することができる準備を行う。 
・ 地理情報システム（GIS）などのまちづくりに関するデータベースを構築し、

災害発生後の「被害状況調査」などの結果と重ね合わせて、応急対応、復旧、
復興対策が効率的に進められる準備を行う。 

・ 被害想定などに基づき、基盤整備を図る必要性がある地区については、復興時
に建築制限がかかる可能性があることを事前に区民に周知し、理解を求める。 
 

復興手順 

■課題と基本目標 
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目標等 

■都市復興の基本方針図 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 東京都足立区  

窓口連絡先 都市建設課都市計画係     
03-3880-5280 

人口 689,106 人(令和４年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 ☑特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

☑【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 ☑事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン ☑【足立区防災まちづくり基本計画】 

□津波防災地域づくり推進計画 ☑【足立区地区環境整備計画   】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
□３割未満 
☑１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
☑２m 未満 
□不明 

 
※津波は河川敷の
一部のみで建物被
害はなしと想定さ
れている。 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ １ １ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 

・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 他の自治体の被災状況を見て、事前準備の必要性を認識した 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
・ 復興時の検討スタートとなる考え方が整理された 
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２－（１）事前復興に関する計画 

（東京都）足立区防災まちづくり基本計画(案)(令和４年３月) 

計画の概要 

■計画の位置づけ 
・ 「足立区防災まちづくり基本計画」は「足立区都市計画マスタープラン」の防

災分野における分野別計画である。 
・ また、防災面で関連のある「足立区都市復興マニュアル」「足立区地区環境整

備計画」「足立区地域防災計画」及び東京都の関連計画との整合を図った、足
立区防災まちづくりの基本的な計画である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

市町村マスタープランの分野別計画の中で、住民参加による復興訓練による復興まちづくり

目標の作成を位置づけ。 
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復興訓練 

■都市復興訓練の位置づけ 
・ この計画の中で「第３章 区民等と一体となった復興体制の整備」「３-２ 復興

まちづくり訓練等の実施」として具体的な実施目標と担当を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市建設部 都市建設課 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 神奈川県厚木市  

窓口連絡先 都市計画課     
046-225-2400（直通） 

人口 223,710 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 ☑特例市 □その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

☑【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

☑立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

☑防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
☑３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ ２ ２ ２ ２ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 
・ 復興事業として実施が想定される内容や活用を想定する補助金事業を確認し

ておくこと 
・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 住民からの防災に関する対応を求める意見が強くなった 
・ 河川が氾濫寸前になるなど、災害リスクを再認識する事態があった 

 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 今後、防災都市づくり計画の検討を進める中で、復旧・復興の時期的な手順
や庁内担当の役割、復興時の検討スタートとなる考え方、災害発生までに実
施すべき日常業務での内容について明確になると考えられる。 
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１－（４）立地適正化計画(主に防災指針)  

（神奈川県）厚木市コンパクト・プラス・ネットワーク推進計画(令和３年３月)※ 

基礎データ 

■現状分析（災害リスク） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚木市では、立地適正化計画と地域公共交通計画を一体とした「コンパクト・プ

ラス・ネットワークの推進計画」を策定。 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

立地適正化計画(防災指針)で災害リスク等の現況・課題（基礎データ）を整理。その上で、

今後策定する防災都市づくり計画に、復興体制と復興手順、復興目標の位置づけを予定。 
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１－（６）防災都市づくり計画 

（神奈川県）厚木市防災都市づくり計画策定方針（令和３年６月） 

復興体制 

復興手順 

目標等 

※策定中 

 

■計画策定のスケジュール 
・ 令和３年 ９月 庁内検討委員会設置 
・ 令和３年 10月 都市計画審議会に策定検討部会を設置 
・ 令和４年 ９月～10月 15地区意見交換会 
・ 令和４年 10 月 計画案作成 
・ 令和４年 10 月 意見交換会実施 
・ 令和５年 １月 パブリックコメント実施 
・ 令和５年 ３月 計画策定 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 静岡県富士市 

連絡先 都市計画課     
0545-55-2785 

人口 252,243 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 ☑特例市 □その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

☑【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
☑【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
☑【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 ☑事前復興に関する計画 

☑市町村マスタープラン ☑【富士市事前都市復興計画   】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

※地域防災計画で

想定している災害 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
□３割未満 
☑１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ １ １ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 
・ 復興での居住の場の確保の方針や考え方を整理すること 
・ 行政区域内の主要な産業機能を維持するための方策を検討すること 
・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 住民からの防災に関する対応を求める意見が強くなった 
・ 他の自治体の被災状況を見て、事前準備の必要性を認識した 
・ 都道府県や大学等の外部機関からの協力、専門的な助言を得られた（シンポ

ジウムや勉強会の開催等） 
・ 南海トラフを震源とする巨大地震への危機感 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
・ 復興時の検討スタートとなる考え方が整理された 
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２－（１）事前復興に関する計画 

（静岡県）富士市事前都市復興計画（平成 28年３月） 

復興訓練 

■復興まちづくり訓練 
・ 「自分達のまちが被災したら、どのような被害が発生し、復興をどう進める

か」について、発災前から市民・事業者・行政が協働で考える取組で、災害を
想定して復興を模擬体験する。 

 

※復興まちづくり計画（案） 
地域の特性や想定される地域の被災状況から、地域における復興まちづくり 
の進め方や体制等について示したもの。発災後は、実際の被災状況を踏ま 
え、地域の復興まちづくりのベースとする。 
 

■訓練の実施について 
・ 復興まちづくり訓練は、地域が主体となる取組である。 
・ 訓練の実施に当たっては、専門家の派遣や資料の作成など、行政が積極的に支
援する。 

○行政の支援策 
・ 専⾨家やコーディネーター、⾏政職員の派遣 
・ 資料の作成支援 
・ 訓練場所の提供 など 

○訓練成果の周知について 
・ 復興まちづくり訓練において作成した「復興まちづくり計画（案）」等を、町

内会の会合等で周知し、地区内にて復興方針等の共有を図る。 
・ 地域のまちの整備が進み被災イメージが変わったなど、計画の内容が現状にそ

ぐわない場合や、再度復興まちづくり訓練を実施した際には、計画内容を修正
する。 

 

■復興まちづくり講座 
・ 復興まちづくりの進め方や市民・事業者・行政の役割等について、市民等に正

しく理解してもらうため、防災講座や各種会合等と併せて、本計画の内容等に
ついての復興まちづくり講座を実施する。 

 

■災害図上訓練（DIG） 
・ みんなで地図を囲み、地域の情報を書き落とすことで、普段気づかない自分の

地域の災害に対する弱みや強みを再確認し、減災のために家庭や地域で事前に
できること（やるべきこと）を話し合う。 

 

【特徴・参考となるポイント】 

復興事前準備の総合的な計画となる事前都市復興計画を新規に策定。住民参加による復興ま

ちづくり訓練を通じて、復興まちづくりの進め方等を検討。 
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復興訓練 

○行政内の取組 
・ 本市では、災害への事前準備、発災時のうごきの周知等のため、防災マップの

作成・配布、本計画の策定・公表等のほか、行政内部の横断的な連携を高める
ために、全庁的な訓練を実施する。 

・ これらの取組を通じて、行政職員の復興まちづくりに向けた意識啓発や情報共
有、連絡体制の構築を図るとともに、行政の取組についての手順等を確認し、
発災後の円滑な支援に備える。 
 

■全庁訓練 
・ 本計画の策定に伴い作成した行動マニュアルを活用し、全庁訓練を実施する。
⾏動マニュアルを確認しながらの訓練を実施することで、発災後の行政支援に
対する関係職員の役割を明確にするとともに、横断的な行政の動き方を共有す
る。 
 

■行動マニュアルの再整備 
・ 訓練を通じて、行動マニュアルの問題点等が明らかになった場合、訓練後に問

題点等を整理し、見直す。 
 

■様々な被害を想定した訓練 

 ・本市では、建物倒壊、津波、火災、液状化による被害が想定される地区を対象
に、復興まちづくり訓練を実施した。 

年度 地区 被害想定 

平成27年度 富士駅北口周辺地区  建物倒壊 

平成28年度 元吉原地区  津波 

平成29年度 田子浦地区  津波 

平成30年度 吉原本町駅周辺地区  火災 

令和元年度 吉原本町駅周辺地区  火災 

令和3年度 須津駅周辺地区  液状化 

 

○訓練の概要 
・ 参加者:地域住民(15名) 

 
 
 
 

○プログラム 

 （吉原本町駅周辺地区 復興まちづくり訓練の場合） 

項目 内容 

１回目 

・ 事前復興訓練についての概要説明（常葉大学／池田教授） 

・ 想定されている被害の確認 

・ 発災後の行動・暮らしの把握 

・ 仮設住宅設置についての検討 

（仮設住宅の模型を使用しテーブル図面の上で配置案について検討） 

２回目 ・ 地区の良い所、改善したい所の確認 

・ 発災後の復興まちづくり方針の策定 

３回目 ・ 復興まちづくり方針を実現するための取組の検討 

・ 特に重要な取組の選出 

４回目 ・ 事前にできる取組と今後の課題となる取組の確認 

・ 復興まちづくり計画（案）の策定 

出典：富士市 HP 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

 

  

自治体名 静岡県伊豆市  

窓口連絡先 危機管理課    
0558-72-9867 

人口 29,784 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 ☑その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

☑【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
☑【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

☑国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
□３割未満 
☑１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ ３ ２ ２ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 
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１－（５）国土強靭化地域計画 

（静岡県）伊豆市国土強靭化地域計画(令和２年 11月) 

目標等 

■推進方針 

○全市的な対応方針 (３つのテーマ)  
・ Ａ．伊豆半島地域の後方支援も担う全市防災拠点整備／Ｂ．災害時自立生活環

境の形成／Ｃ．浸水による甚大被害想定地区での事前復興準備  
 

○重点地区ごとの主要な対応事項 
・ (１)修善寺地区／(２)土肥地区(「事前復興まちづくりの展開」として復興計

画イメージ図の明記)／ (３)天城湯ケ島地区／ (４)中伊豆地区  

・リスクシナリオごとの推進方針 

 

○１-３．突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 
・ 水害発生に備える事前準備の推進【重点プログラム】 

 

○８-３．広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復旧・

復興が大幅に遅れる事態 
・ 事前復興の視点を取り入れた安全・安心で魅力ある地域づくり 

【重点プログラム】 
・ 地籍調査の推進【重点プログラム】 

 

○８-４．事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず生活再

建が大幅に遅れる事態 
・ 事前復興計画の検討 

 

○９-１．企業・住民の流出等による地域活力の低下 
・ 事前復興の視点を取り入れた土肥地区での安全で魅力ある地域づくり 

 

○土肥地区での事前地区復興まちづくり計画のイメージ図の作成と公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

国土強靭化地域計画の策定にあわせて、津波被災が想定される地区を対象とした地区復興ま

ちづくり計画案を作成。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 静岡県下田市 

窓口連絡先 防災安全課     
0558-36-4145 

人口 20,898 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 ☑その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

☑【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
☑【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

☑国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

☑３割以上 
□３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ ３ ３ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 
・ 復興での居住の場の確保の方針や考え方を整理すること 
・ 行政区域内の主要な産業機能を維持するための方策を検討すること 
・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 作業についてコンサルタントの支援を受けられる予算措置が可能となった  
・ 他の自治体の被災状況を見て、事前準備の必要性を認識した 
・ 河川が氾濫寸前になるなど、災害リスクを再認識する事態があった 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 被災後の混乱により想定される、復興に向けた住民等との冷静・円滑な協議
の難航を軽減することが期待できる。 
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１－（５）国土強靭化地域計画 

（静岡県）下田市国土強靱化地域計画(令和３年３月) 

基礎 

データ 

■予想される災害リスク 

○相模トラフ沿いの最大クラスの地震  ○南海トラフ巨大地震（ケース８） 
（ケース２）による津波浸水想定区域   による津波浸水想定区域（用途地域） 
（用途地域）              

   
 
○南海トラフ巨大地震（東側ケース）による液状化危険度（用途地域） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

国土強靭化地域計画の策定にあわせて、基礎データを分析し、被災後の課題を整理。加えて

事前復興計画の策定による復興事前準備の推進を位置づけ。 
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基礎 

データ 

 
○既往災害分布図（水害）（用途地域）     ○洪水浸水区域（用途地域） 

  
 

○既往災害分布図（がけくずれ）（用途地域）  ○土砂災害特別警戒区域・土砂災害警戒区                 
                                   域(用途地域）  

  

 

■災害危険区域 
・ 災害危険区域及び人口 250m メッシュの重ね合わせより、災害危険区域に居住する人

口を算出すると、21,963 人となり、本市の総人口 23,204 人（平成 27 年国勢調査）
のうち 94.7％がいずれかの災害危険性のある場所に居住しており、国土強靱化によ
る取組強化が求められる。 
※災害危険区域：津波浸水想定区域、洪水浸水想定区域、土砂災害特別警戒区域・土

砂災害警戒区域、砂防指定地、急傾斜地崩壊危険区域のエリアを合
わせた区域とする。 
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基礎 

データ 

■災害危険区域内の人口（用途地域） 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■避難施設 
・ 避難施設の分布をみると、指定避難所や指定緊急避難場所が市内各地に設置されて

いる。また、伊豆急下田駅の北側には、津波避難ビルが３か所確保されている。 
・ 避難所圏域人口及び人口 250m メッシュの重ね合わせより、避難所圏域に居住する人

口を算出すると、17,185 人となり、本市の総人口 23,204 人（平成 27 年国勢調査）
のうち 74.1％が避難所圏域内に居住している一方で、残りの 25.9%は避難所圏域外に
居住しており、円滑な避難に向けた取組強化が求められる。 
※避難所圏域：「市町村における津波避難計画策定指針（総務省消防庁）」における

避難距離に関する記載「避難できる限界の距離は最⻑でも 500m 程度
とする」を参考に、指定避難所から 500m圏域とした。 

 
○指定避難所圏域（500m）（用途地域）    ○緊急輸送路 
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基礎 

データ 

 ■観光客における避難対策の現状 
・観光客における津波避難シミュレーショ
ンにおいて、津波避難対策後（防災訓
練、防災教育等の効果及び避難路の整
備、避難看板等の設置）では、観光客は
吉佐美地区の 100 名を除き避難が可能と
なっているが、このシミュレーション
は、あくまで津波避難対策を実施し、発
災後すぐに観光客が的確な避難行動をと
った際のものであり、観光客の中には、
発災時に避難場所が分からない者や外国
からの観光客で日本語に不慣れな者等も
いることが想定されることから、観光客
に対する津波避難対策が求められる。 

 

 

 

 

 

 

■地域別にみた災害リスク 

○下田・本郷地域（地域別に見た災害リスク） 
・下田・本郷地域における災害リスクについてみると、人口が集中する中心部沿岸部
が津波や稲生沢川の氾濫により浸水すると想定されているほか、市街地（用途地域
指定区域）の外縁部に土砂災害の危険区域が多数指定されるなど、甚大な被害が発
生する危険性が高い。 
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目標等 

■脆弱性評価に基づく重要課題 

○事前復興の視点を取り入れた安全・安心で魅力ある地域づくり 
・ 東日本大震災以降、津波の危険性が高い沿岸部の市街地や集落等から内陸・高台部

へ移転する企業や住民の動きが見られる中、地域の活力が低下することを防ぐとと
もに、大規模災害に係る復旧・復興段階をも事前に見据えた、安全・安心で魅力あ
る地域づくりを行う必要がある。 

・ 本市では、沿岸地域に多くの人口や資産、基幹的インフラ等が集中しているため、
沿岸部においては、防潮施設、避難路、避難施設の整備等の防災・減災対策を最優
先とし、地域資源を活用した新産業の創出・集積等を進めることが求められる。こ
れに対し、脆弱性評価結果についてみると、「９-１企業・住⺠の流出等による地域
活力の低下」に対する事業として震災復興のための都市計画行動計画を策定する等
の取組を進めているが、被災後に混乱で後れを生じることなく、円滑な復旧・復興
を進めるため、より一層の事前復興のための取組を強化していく必要がある。 

 

■国土強靱化の推進方針 
○都市基盤整備 
〈復興まちづくりの推進〉 
・ 被災地の迅速な復旧・復興を図るため、地籍調査を推進する。 
・ また、被災後の混乱により遅延することのないよう、復興体制や復興まちづくりの

実施方針の検討を行い、事前復興計画の策定を推進する。 
 

○重点プロジェクトの設定 
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目標等 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 静岡県浜松市 

窓口連絡先 都市整備部     
053-457-2371 

人口 799,966 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 ☑指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
☑【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
☑【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

☑地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

☑津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

☑３割以上 
□３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ ２ ２ ３ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 
・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 静岡県より「震災復興都市計画行動計画（平成９年策定、平成 25 年改訂）」
が示され、復興事前準備の重要性を認識した。 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
・ 復興時の検討スタートとなる考え方が整理された 
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１－（１）地域防災計画 

（静岡県）浜松市地域防災計画（令和３年４月） 

復興体制 

■震災復興本部 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■市・防災関係機関の活動 
・ 市は、復旧・復興対策組織を設置し、計画を作成することで、必要な対策を講

じる。また、防災関係機関においては、市と調整を図りながら復旧活動を迅速
に実施する。 

目標等 

■震災復興計画策定の体制 
・ 震災復興計画は、復興本部において策定する。 
・ 復興本部には、関係部局長級以上により構成する震災復興計画策定委員会を置

き、所管課長級以上で構成する部会を設置する。 
・ 市長は、諮問機関として広く市民各層や学識経験者の参画を得て、浜松市震災

復興計画審議会を設置する。 
・ 市長は、計画策定本部が策定した計画案を速やかに浜松市震災復興計画審議会

に諮問する。 
 

■震災復興計画の構成 
・ 計画は、基本方針(ビジョン)と、都市・農山漁村復興、住宅復興、産業復興等

からなる分野別により構成する。 
 

■震災復興計画の基本方針 
・ 計画の策定に当たっては、本市の総合計画等との調整を図る。 

 

■震災復興計画の公表 
・ 計画策定後は、新聞、テレビ、ラジオ等の報道機関を通じ速やかに公表すると

ともに、臨時刊行物等の配布やインターネットを通じて市民に周知し、被災地
の復興を推進する。 
 

■国、県等との調整 
・ 計画策定に当たっては、国や県等と調整を行う。 

【特徴・参考となるポイント】 

津波防災地域づくり推進計画に、復興体制や目標(震災復興計画の策定に関する内容)を位

置づけ。 
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１－（３）津波防災地域づくり推進計画 

（静岡県）浜松市津波防災地域づくり推進計画（令和元年 11月改訂） 

復興体制 

■災害対応業務の実施体制の強化 
・ 地震・津波の発災時間なども踏まえ、市の災害対策本部や各部本部の早期設

置のほか、各所管施設の機能確保を行う必要がある。そのため、被災後の限
られた参集職員で対応するための効率的な災害対応業務及び非常時優先業務
の遂行体制を構築する。関係機関においては、市と調整を図りながら復旧活
動を迅速に実施する。 
 

○災害対策本部・職員体制の整備 

〈主な内容〉 
・ 市災害対策本部、災害本部機能、防災拠点施設などの市所管施設の早期機能

回復を目指した業務継続計画を策定する。また、業務継続計画に基づく職員
訓練の実施やシナリオの作成を通じ、事前対策としての施設・設備の強化や
事後対応としての代替手段の確保の可否などを検証する。 
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復興体制 

■津波に対して初動・応急期の行政機能を維持・継続する 

○生活基盤を早期に復旧する 
・ 生活基盤の早期復旧には、電気、水道、ガスなどのライフライン施設の早期

復旧や津波湛水の早期解消が不可欠となる。 
・ ライフライン復旧のための関係機関への広域応援要請やライフライン復旧活

動に必要な津波湛水区間の緊急排水の支援要請など、ライフラインの優先的
復旧箇所をあらかじめ想定しておき、生活基盤確保のための円滑な復旧体制
を構築する。 

・ また、静岡県第４次地震被害想定において被災のおそれのある地域を対象
に、防災都市づくり計画や事前復興計画の検討に取組み、被災後においても
住宅・市街地の復興計画・事業推進に関する円滑な合意形成を図ることので
きる検討体制を構築する。 
 

○事前復興計画の検討体制の構築 

〈主な内容〉 
・ 都市計画マスタープランや防災都市づくり計画と本計画との整合を図り、事

前復興計画（骨子）を策定する。 
・ また、被災地域の迅速な復旧対策を図るため、事前の地籍調査の推進や被災

後の復興事業に伴う復興用地の確保などに取組む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



９７ 

■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

【ヒアリング概要】 

復興事前準備の担当

課について 

・ 防災都市づくり計画に位置付けている取組であることと、都市計画手続きの
要素が多いため都市計画課が担当している。 

防災部局との連携 
・ 個別の取組に応じて声掛けや調整を行っている。 
・ 地域防災計画の改定にあわせて必要な事項を反映させている。 

 

 

 

自治体名 愛知県岡崎市 

窓口連絡先 都市政策部都市計画課    
0564-23-6260 

人口 386,252 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 ☑中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
□法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

☑防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
□３割未満 
☑１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ １ １ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にするこ
と。 

・ 行政の継続性を確保するため行政施設や消防、病院等の中枢機能移転等の方
針を整理すること。 

・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること。 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 住民からの防災に関する対応を求める意見が強くなった。 
・ 都道府県や大学等の外部機関からの協力、専門的な助言を得られた（シンポ

ジウムや勉強会の開催等）。 
・ 平成 26年に本市において、災害危険度判定調査を行い、地震時の延焼や道路

の閉塞などの危険性が明確になり、防災まちづくりについて、地元住民とと
もに進める必要性が生じた。 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった。 
・ 復興と併せて地域の魅力を高める取組内容が明確になった。 
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１－（６）防災都市づくり計画 

（愛知県）岡崎市防災都市づくり計画（平成 31年３月） 

基礎データ 

■リスク・課題地区の抽出 
・ 本市では、愛知県が平成 26 年５月に公表した、「愛知県東海地震・東南海地

震・南海地震等被害予測調査結果」を踏まえ、市独自の南海トラフ地震被害予測
調査を実施し、平成 27年３月に公表するとともに、平成 26年度に災害危険度判
定調査を実施し、平成 27年 10月に公表した。 

・ これらの調査結果や本市の現況・関連計画等を踏まえ、本市において地震災害時
に想定される危険性を「建物倒壊の危険性」、「応急活動困難の危険性」、「避
難困難の危険性」、「延焼の危険性」、「地盤災害の危険性」、「その他の危険
性」の６つに分類して整理している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○災害危険度判定の結果 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

地域強靭化計画や防災都市づくり計画の策定にあわせて、基礎データの整理による復興課題

地区を抽出。庁内の各種計画での復興事前準備の位置づけが高まりつつある。 
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その他 

■復興事前準備の考え方 
○ビジョンⅢ 被災後に生活の維持・早期回復ができる都市 
〈方針２ 被災後の都市の復興を見据えた準備を行います〉 
・ 東日本大震災をはじめとする大規模災害では、多くの場合、被害後に市民等の意向

を把握しながら復興計画を策定し、それに基づいて取組みが進められたが、こうし
た方法では復興が遅延することも想定される。 

・ そのため、迅速かつ的確に復興を進めるための基準や考え方を整理した復興ビジョ
ンの作成や平時から地域との認識の共有を図る事前復興等に取り組む。 

 
○復興に向けた事前準備の実施 
・ 被災後における職員の行動手順や土地区画整理事業を含めた市全体の土地利用計画

の検討手順等を整理するとともに、模擬訓練や勉強会等を通じて庁内関係部局の認
識の共有を図ることによって、早期復興に向けた活動の実行性を高める。 

・ また、地籍調査によって土地の境界の位置や面積を明確にするなど、早期の復興に
向けた準備を整える。 

・ 加えて、被災後において円滑に復興事業を進められるよう、復興の手順等について
あらかじめ住民等の理解を得るとともに、地域の防災性の向上に向けた意識啓発を
目的として実施する事前復興まちづくりの取組みを支援する。 

 
〇主な施策例 

・震災復興都市計画の手引きの整理・運用及び模擬訓練等の実施 

・地籍調査の実施 

・地域の事前復興まちづくりの取組み支援 

 

 
 

 

 

  



１００ 

■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

【ヒアリング概要】 

都市計画マスタープ

ラン等で復興事前準

備の対応をされた目

的、背景や経緯 

・ 過去災害から、事前防災の重要性に鑑み位置づけを行った。 

作成作業人数 ・ 主担当１名（係員５名） 

計画の策定体制 
・ 弊市 HP 参照のこと（計画書 P.82 に記載あり） 
・ 庁内検討は会議体を設置せず、全庁依頼及び事務局と関係課との個別調整で

作成。 

取組のメリットや 

効果 

・ 「事業名＝事前復興計画の策定」 
・ 担当課による事業推進につなげる効果を見込んで計画に位置づけた。 
・ 担当者が代わっても業務の継続性が担保される。 

住民への情報提供や

意見の確認など 

・ 市議会への報告の実施。パブリックコメントの実施。 

自治体名 愛知県田原市 

窓口連絡先 街づくり推進課    
0531-23-3535 

人口 60,895 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 ☑その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
☑【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
☑【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

☑市町村マスタープラン □【              】 

☑津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

☑３割以上 
□３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ ３ １ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 庁内で取組を主導する担当課や担当者が明確にされたこと 

 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 



１０１ 

 

 

 

 

 

１－（２）市町村マスタープラン 

（愛知県）田原市都市計画マスタープラン （平成 28年３月） 

目標等 

■全体構想での記載 

○５．防災に関する土地利用の方針 
・ 東日本大震災など過去の災害から得られた教訓を最大限活用し、長期的な視野

を持って計画的な土地利用を図り地震や津波に強い都市構造の構築を目指す。 
・ 地域単位でそれぞれ長期のグランドデザインをイメージし、想定される複数の

災害に対して明確な都市づくりの方向性を市民と連携して共有する。 
〈Ｌ２津波への対策〉 
・ Ｌ２津波とは、発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたら

す津波で、住民避難を柱とした総合的防災対策を構築する上で想定される津波
を言い、次の方針に基づき、土地利用を図る。 

・ 長期的な視点による緩やかな移転誘導の方策を検討 等 

 

■地域別構想での記載 
・ （県）城下田原線について、土盛り、嵩上げ等防災面に配慮した道路整備を促

進。また、整備に伴い、周辺地区の河川・海岸堤防の嵩上げの必要性を検討。 
・ 防波堤・防潮堤、海岸堤防等の耐震化、かさ上げ、粘り強い構造への改良及び

背後地整備等を図る。 
・ 早期に復興できるよう、予め住民等と協働で事前復興計画の策定を検討する。 
・ 港湾物流機能の向上、併せて、災害時における港湾防災拠点機能を確保するた

め、田原公共ふ頭の−7.5ｍ以上の耐震強化岸壁の整備等を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【特徴・参考となるポイント】 

津波防災地域づくり推進計画の策定にあわせて被災想定(基礎データの整理)や復興課題の整

理、事前復興計画の策定の位置づけを実施。市町村マスタープランの改定と合わせて復興目

標の検討結果を、具体的な施策の内容まで位置づけ。 
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１－（３）津波防災地域づくり推進計画 

（愛知県）田原市津波防災地域づくり推進計画 （平成 28年５月・令和３年６月（一部改訂））  

基礎データ 

■リスク・課題地区の抽出 
・ 平成 26 年度に本市が行った被害予測調査や、都市計画基礎調査、津波浸水想定区

域、浸水深等のデータを GIS（地理情報システム）に取り込み、それぞれを組み合
わせて脆弱な部分を抽出し、分析・評価を行っている。 
 

○田原地域 
・ 田原地域は、市域東部に位置し、９つの地区（六連、神戸、大草、田原東部、田

原南部、童浦、田原中部、衣笠、野田）からなり、市全体の人口の約６割の市民
が居住している。 

・ 本地域の東部には、豊橋鉄道渥美線の始発駅周辺を中心に市街地が形成され、商 
・ 業・業務、医療・福祉、文化、教育韴能等の主要な都市韴能が集積している。ま

た、本地域の北部の臨海部は、県内屈指の産業集積地を擁している。 
・ 防災上の特性と被害予測については、特性と被害予測、建物被害・人的被害と要

配慮者数、浸水想定区域内にある主な施設、想定される被害状況等をそれぞれ示
した。 

・ この地域は、津波による建物・人的被害ともに比較的少ない被害予測となってい
るが、県内でも屈指の臨海工業地域や鉄道路線が存在しており、道路や鉄道の寸
断により、多数の帰宅困難者が発生することが予想される。 
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目標等 

■津波防災地域づくりを推進するための基本的な方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○基本事業Ⅲ－⑥  

〈事前復興計画の検討〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１０４ 

■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 愛知県知多市  

窓口連絡先 都市整備部都市計画課    
0562-36-2668 

人口 85,302 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 ☑その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
☑【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

☑立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

 

※地域防災計画で

想定している災害 

☑地震 ☑津波 □水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
☑３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
☑２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

３ ３ ３ １ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 都道府県や大学等の外部機関からの協力、専門的な助言を得られた（シンポ
ジウムや勉強会の開催等） 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復興時の検討スタートとなる考え方が整理された 
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１－（４）立地適正化計画(主に防災指針)  

（愛知県）知多市立地適正化計画(令和３年３月) 

基礎データ 

■第７章 防災指針 
・ 災害リスクと都市計画情報の重ね合わせ図を用いて検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※都市再生特別措置法が令和２年６月 10 日に公布され、防災指針が位置付けられてい

るが、本計画はこの改正前に検討したものである。 

 

 

  

【特徴・参考となるポイント】 

立地適正化計画の防災指針の作成にあわせて、被災後の現状・課題(基礎データの整理)を位

置づけ。（※想定される災害タイプ・地震は地域防災計画） 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治体名 京都府京都市  

窓口連絡先 都市計画局都市企画部都市計画課    
075-222-3505 

人口 1,400,720人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 ☑指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
☑３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ １ １ ３ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 

・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 他の自治体の被災状況を見て、事前準備の必要性を認識した 
・ 復興時に必要となる制度等の検討 
・ 職員の意識向上 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
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復興訓練 

■京都市の事前復興の取組と復興イメージトレーニング 
・ 大規模地震により大きな被害が発生した場合においても迅速な復興を行えるよ

う、復興事前準備の重要性を再確認するとともに、復興イメージトレーニング
を行うことで、職員の意識と対応力の向上を図り、京都市の復興事前準備の取
組を推進することを目的とする。 

・ また、本研修は、地震による大規模な被害が発生した後、関係者（区役所職員
や学識経験者）が一堂に会することができない状況の中でも復興まちづくりの
計画を立案できるよう Zoomを利用したオンラインでの研修とする。 

 

○プログラム 
時間 内容 

14:00～14:10 ・ 開会の挨拶 
14:10～14:20 ・ 京都市の事前復興の取組と本日の研修内容に

ついて説明 
14:20～15:55 ・ 復興イメージトレーニング 

・ 対象地区の復興方針について意見交換を行
う。 

15:55～16:00 ・ 閉会のあいさつ 

 

 

〈発言を事務局がメモして共有図面に貼り込む〉 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 兵庫県佐用町 

窓口連絡先 建設課   
0790-82-2019 

人口 16,294 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 ☑町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

☑地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
□３割未満 
☑１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ １ ３ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 
・ 復興事業として実施が想定される内容や活用を想定する補助金事業を確認し

ておくこと 
・ 復興での居住の場の確保の方針や考え方を整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 平成 21 年９月豪雨での被災経験 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
・ 復興時の検討スタートとなる考え方が整理された 
・ 災害発生までに実施すべき日常業務での内容が明確になった 
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１－（１）地域防災計画 

（兵庫県）佐用町地域防災計画（平成 29 年 12 月修正） 

復興体制 

■第２節 町復興本部の組織・運営 
・ 町復興本部の組織・運営は、災害の規模、被害状況等を勘案して決定する。 
・ また、復興本部の運営に当たっては、災害対策本部が実施する事務との整合性を

図る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

地域防災計画の改定にあわせて、豪雨災害での経験を踏まえて体制、目標(復興計画の構成)

を反映した事例。 
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目標等 

■第２節 復興計画の策定手順 

○構成 
・ 復興計画の策定及び推進に当たっては、復興計画策定の基本方針としての「基本

構想」、中長期の総合的な復興の推進を図るための「復興計画」、緊急の対応を
要する分野についての「分野別緊急復興計画」等を策定し、明確な戦略とスケジ
ュールのもとで復興を推進する。 

 

○準備 
・ 復興計画策定の準備段階においては、多様な価値観を持った様々な行動主体から

の参画を得るため次の取組に配慮する。 
・ 被災者、各分野にわたる有識者、地域づくり協議会、住民等への意見募集 
・ 有識者、各種団体からなる委員会や各分野別の委員会の設置 
・ 様々な分野におけるシンポジウム、フォーラムの開催 など 

 

○策定 
・ 災害復興計画の基本方針や目標を設定し計画をつくるためには、地域の特性や意

向、また復興に対する地域の思いを十分に反映することが不可欠であり、計画の
策定にあたっては、地域づくり協議会ごとに意見交換会を実施するほか、住民へ
のアンケート調査等を行い、住民のニーズを把握し、復興計画に反映する。 

・ また、計画策定においては、次の事項等に留意し、被災の規模や社会情勢等の状
況に応じ策定する。 

 

〈多様な行動主体の参画と協働〉 
・ 住民が自分たちの生活は自分たちで守り創造していくという取組が重要であり、

行政は、住民、企業及び団体等多様な価値観を持った行動主体の主体的な参画を
得ながら相互に連携し、協働して復興を進めていく新たなしくみづくりに配慮す
る。併せて、障がい者、高齢者、女性等の意見が反映されるよう、環境整備に努
める。 

〈ニーズや時代潮流の変化を踏まえた復興計画の断続的なフォローアップ〉 
・ 復興計画の推進は長期にわたることから、社会情勢や住民の多様なニーズの変化

に対応し、柔軟で機動的な計画の運用に配慮する。 

〈既往災害の経験と教訓の活用〉 
・ 平成 21 年台風第９号災害など、過去に経験した災害の検証結果や、復興の過程

等から得た経験や教訓の反映に配慮する。 

 

■ 計画構成例 
・ 平成 21 年台風第９号災害を受け、策定した災害復興計画を例とする。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 
 

【ヒアリング概要】 

作業人数 ・ 主担当１名、他３名の計４名で担当。 

現在の検討状況 
・ 計画案をとりまとめ。概要版を作成し令和４年度に地元に説明に入り、計画

を確定していく。 

コンサルタント等へ

の委託の有無 

・ 委託あり。人員体制上、作業の支援を受けないと策定は難しい。 

住民への情報提供や

意見の確認など 

・ 令和４年度以降に地元説明実施の予定。 

他の計画(地域防災

計画への反映等)へ

の反映状況 

・ 都市計画マスタープラン(産業建設課)の検討結果をふまえて復興事前計画の
策定を進めた。役割分担は庁内の分掌による。 

 

 

自治体名 和歌山県太地町  

窓口連絡先 総務課   
0735-59-2335 

人口 3,005人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 ☑町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
☑【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 ☑事前復興に関する計画 

☑市町村マスタープラン ☑【太地町事前復興計画     】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

☑３割以上 
□３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
☑２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ ２ ２ １ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 復興での居住の場の確保の方針や考え方を整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 庁内で取組を主導する担当課や担当者が明確にされたこと 
・ 作業についてコンサルタントの支援を受けられる予算措置が可能となった  

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 
・ 復興時の検討スタートとなる考え方が整理された 
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１－（２）市町村マスタープラン 

（和歌山県）太地町都市計画マスタープラン（令和３年３月） 

目標等 

※事前復興計画での検討内容を位置づけている 
 
■復興まちづくりの考え方 
・ 地元と協議し事前復興計画の策定を進めることとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

市町村マスタープランの改定と事前復興計画の策定をあわせて実施し、復興まちづくりの行

政の考え方を、高台移転等の事業を見据えて位置づけ。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

  

自治体名 和歌山県美浜町 

窓口連絡先 防災企画課     
0738-23-4902 

人口 6,949人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 ☑町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
☑【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

☑地域防災計画 ☑事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン ☑【美浜町事前復興計画     】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

☑３割以上 
□３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ ３ １ １ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 復興での居住の場の確保の方針や考え方を整理すること 

 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 都道府県や大学等の外部機関からの協力、専門的な助言を得られた（シンポ
ジウムや勉強会の開催等） 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復興時の検討スタートとなる考え方が整理された 
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【ヒアリング概要】 

復興事前準備計画を策定された

目的、背景や経緯 

・ 南海トラフ巨大地震の発生による大規模な被災が想定されてい
る。 

・ 和歌山県の復興計画事前策定に関する指針が策定された。 

作業人数 
・ ４名（副町長+防災企画課職員３名）。 

計画の策定体制 

・ 課内協議複数回。関係課に説明。計画案を県に照会。防災会議専
門委員会を設置し計画案を審議答申後、防災会議で承認。 

・ 防災会議専門委員会の構成。 
和歌山大学システム工学部、和歌山県防災企画課、和歌山県都市
政策課、 都市再生機構西日本支社まちづくり支援第１課、美浜
町副町長、事務局 

作業期間 ・ １0 カ月。 

庁内の理解 

（復興事前準備の必要性） 

・ 課内協議複数回。関係課に説明。 

コンサルタント等への委託の有

無 

・ 委託なし。町の職員のみでの作業。 

住民への情報提供や意見の確認

など 

・ 町防災会議委員、消防団幹部、町自主防災会に説明。 

取組のメリットや効果 

・ この計画の必要性として大規模災害が発生した際、災害への初動
対応や復旧等の業務量が膨大となり復興まちづくりへの対応が遅
れる恐れがあり、災害が発生する前に復興まちづくり計画を作成
することにより、迅速にまちの復興が行われ、生活再建のための
時間が短縮され、しかもより良いまちの再生を図ることが出来
る。 

他の計画(地域防災計画への反映

等)への反映状況 

・ 地域防災計画(第７部・第８部)に追記。 

復興事前準備の他の内容(訓練

等)について 

・ 今後、住民への説明会を実施予定。仮設住宅予定地の地権者への
説明を実施予定。 

その他特に考慮された事項など 
・ 現計画は町自前で作成した計画のため、今後は、住民説明会を実

施し、住民のみなさまとまちづくりイメージを共有しながらバー
ジョンアップしていきたい。 
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１－（１）地域防災計画 

（和歌山県）美浜町地域防災計画（令和３年３月改訂） 

目標等 

※事前復興計画での検討内容を位置づけている 

 

■第１章 序章 

○第１節 復興に関する事前準備計画策定の目的及び効果 

〈策定の目的〉 
・ 初動対応期、復旧期に一定の目処がついてくると、いよいよ、まちの再生復興と 

なる。 
・ それでなくとも大混乱の中、そこから物事を考えていては益々混乱を招くことに 
・ なる。時間のある今のうちに、復興計画を策定しておく。 
・ 津波防災地域づくりの基本的な考え方では、発生頻度の高い津波（Ｌ１津波）と 
・ 大クラス津波（Ｌ２津波）に分け、Ｌ１津波においては、人命･資産の保護を図

り、Ｌ２津波に対しては、住民避難を軸としたハード･ソフトの総合的な対策に
より人命を守るための対策を講じることとしている。 

・ とてつもない津波がやってきたということになれば、ここ（美浜町内）では再び 
被災する、町民全員がどこかの高台へ集団移転ということも考えられるが。 

・ 美浜町内で高台移転出来る場所がないこと。出来得れば今の地域コミュニティを 
保持したい。今住んでいる美浜町で再び住みたいという考えが主であること。 

・ 以上から、事前復興を考える時点では、基本的には現地での再整備とする。 
・ また、美浜町の一部（上田井、田井畑）は御坊市に隣接しており、広域的な見地 

から事前復興計画を考えるべきであることは確かである。 
・ しかしながら、それでは議論が進まないため、美浜町として出来ることをまず考

えるということを基本スタンスとする。 

 

■第２章 復興に関する事前準備計画における基本計画 

○第２節 計画人口 
・ 被災後、親戚、友人等を頼って町外へ逸散することが考えられる。 
・ しかし、復興を迅速に進めることにより、必ずや美浜町へ帰って来てくれるとい 

う期待を込めて、本計画では計画人口を現状維持とする。 

 

○第４節 復興に関する事前準備計画の方針 

〈事業手法について〉 
・ 地域が望むまちづくりを迅速でより良く実現するため、安全な地域への住居の集

団移転（防災集団移転促進事業等）や都市機能の強化（津波復興拠点 整備事業
等）等、復興まちづくりの各事業の特色を活かした適切な事業の選 択 
を行う。 

・ 想定される被災規模や地形、住民意向等を踏まえ、効率的に事業を進めるために
は、各事業を単独で実施するのみでなく、各事業を組み合わせて実施することも
検討する。 

・ 南海トラフ巨大地震では、東日本大震災以上の被害が想定されている中、東日本
大震災の被災地と同様の復興財源が確保されない可能性を考慮し、復興まちづく
りの事業規模を検討する必要があることに留意する。 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

和歌山県ガイドラインに則りながら町全域における被災後の復興目標(計画人口、事業手法

等)を整理した事前復興計画を策定し、地域防災計画にその内容を反映。 
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目標等 

■第３章 復興に関する事前準備計画における整備計画 

○第２節 復興に関する事前準備計画策定の進め方 
・ 当然Ｌ２津波対応出来ていないため浸水するが、堤防で減衰され時間が稼げるた 

め、その間に避難タワー等へ逃げる。 
・ 国土交通省が行った東日本大震災による被災現況調査結果によると、津波の浸水 

深が２ｍを超えると建物の被害が大幅に増加すると報告されていますので、宅地
の地盤高さについて浸水深２ｍ未満を意識して嵩上げや津波防御対策を考える
が、まったく浸水しないという高さまで嵩上げすることは難しい。 
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目標等 

■第４章 現実の復興計画づくりへの対応に向けて 

○第１節 行政内部で進めておくべき対策について 

〈役場内組織〉 
・ 実際に被災した場合、初動体制に追われている中、次への対応として復興体制を

整える必要がある。 
・ いまから出来ることとして、あらかじめ組織について検討しておく。 
・ 役場職員は他の業務で多忙となるため、多くの人を貼り付けることが出来ない。

そのため、国、他府県、市町村等から都市計画の経験者を求める。 
・ また、東日本大震災復興において多くのノウハウを有するＵＲ都市機構（独立行

政法人都市再生機構）の応援を求めることとする。 
・ 同時に、外部組織として、コンサルタント、測量会社等との契約を急ぐ。そのた

めの仕様書等をあらかじめ作って置く。 
・ 事業計画策定や事業の用地買収また仮設住宅建設にあたって重要となってくる地

籍調査については令和２年度に事業完了予定である。 
 

〈地元との話し合い〉 
・ 美浜町は区との結びつきが強いため、区単位で話し合うことを原則とする。 
・ 各区において、区長等従来の役員とは別に、「復興事業促進委員会（仮称）」を

立ち上げ、代表者を選出してもらうこととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○第２節 復興まちづくりトレーニング 
・ 実際に災害が起こった時に慌てないよう、住民も含め復興まちづくりのイメージ

トレーニングを行っておくことが推奨されている。 
・ イメージトレーニングについては、国の手引き、他の自治体での実施事例が多く

存在している。それらを参考に、今後美浜町においても実施していくこととす
る。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

  

自治体名 鳥取県南部町 

窓口連絡先 総務課    
0859-66-3112 

人口 10,601 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 ☑町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

☑地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
☑３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ ３ １ ３ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 復興事業として実施が想定される内容や活用を想定する補助金事業を確認し
ておくこと 

・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 鳥取県西部地震に際し、住宅再建支援金の支給など、多数の町民から申請等
に対応するため、急遽専門部署を設置して対応した経緯があり、現在の地域
防災計画にその教訓を踏まえた記載をしている 

・ しかしながら、庁舎や集落移転等の町の形態変更に至るまでの被害ではなか
ったため、本アンケートで質問されている事項を想定した復興計画（事前を
含む）になってはいない 



１１９ 

【ヒアリング概要】 

地域防災計画で復興事前準備の対
応をされた目的、背景や経緯 

・ 現在の「南部町地域防災計画」は平成 16年 10月に施政された市町
村合併前の旧西伯町の計画をベースに構成している。 

・ 鳥取県西部地震（平成 12年 10月６日）により多数の被害（公共施
設、生活インフラ、住家・非住家など）が発生したが、当時の地
域防災計画の内容が十分でなく応急・復旧等対応に支障をきたし
た。 

・ 特に、国の被災者住宅再建支援制度が未整備であったため、県と
市町村とで１/２ずつ負担で対応(住宅復興等補助金制度創設)をす
ることとなったものの、町の既存組織では対応が困難であり、別
途、復興支援室を立ち上げ住民対応することとなった。 

・ こうした経験をふまえて、地震発生した際の状況を振り返りなが
ら必要な対応を整理し、それを地域防災計画に反映することと
し、結果、内容構成が大きく変更された。(平成 15 年) 

・ この際「第２章 災害復興計画」(213～215 頁)での災害復興本部
の明記や、災害復興計画の作成手順などの明記も行った。 

・ その後、旧会見町と合併したため、内容を整理しながら南部町地
域防災計画を策定した。(以降、適宜必要に応じた改定を実施して
きている) 

地域防災計画の改訂について 
・ 法改正等に伴う改正を適宜実施。 
・ 知見の集積、全国で発生する災害状況を踏まえ、適宜実施。 

作業人数 ・ 職員のみでの検討。 

計画の改訂体制 ・ 職員のみの検討で案を作成し、防災会議に諮った。 

作業期間 ・ 原案（旧西伯町）策定時は、半年程度。 

コンサルタント等への委託の有無 ・ 委託なし。 

取組のメリットや効果 
・ 次に同程度の災害が発生した場合でも、定めた手順や考え方によ

って対応することが可能となる。 
・ 担当課が整理されている。 
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１－（１）地域防災計画 

（鳥取県）南部町地域防災計画（平成 29年度改訂） 

復興体制 

■第２章 災害復興計画 

○第１節 災害復興本部の設置等 

〈災害復興本部〉 
・ 被災直後の救助救出、応急復旧中心の体制から災害復興の体制へ円滑に移行で

きるよう、必要に応じて災害復興本部を整備するものとする。 
 

〈復興に係る基本方針〉 
・ 災害復興に係る基本方針を災害復興本部会議等の審議を経て、できるだけ早期

に策定し、公表するものとする。 
 

〈災害復興本部の組織〉 
・ 災害復興本部の組織は、南部町災害対策本部の組織を準用し、必要に応じて町

民生活課内に災害復興室を設ける。 
・ この際、災害復興室は総合的な相談窓口の機能を有し、町民からの様々な相談

等を受け付ける役目を負うものとする。 

 

目標等 

■災害復興計画の進め方 
・ 災害復興においては、町の再建は都市構造や地域産業基盤の改変を要し、住民

や多数の機関が関係する高度かつ複雑な事業となることから、応急対策の段階
から復興計画の策定に着手するものとし、これを迅速かつ効果的に実施するた
めに、おおむね次の手順で行うものとする。 
 

○復興対策組織・体制の整備 
・ 土石流が予想される箇所については、恒久対策を行うまでセンサー等を設置

し、監視を行う。 
・ 災害復興本部の組織・運営は、災害の規模、被害状況等を勘案し、決定するこ

ととする。 
・ 災害復興本部の運営に当たっては、災害対策本部が実施する事務との整合性を

図ることとする。 
 

○復興基本方針の決定 
・ 町は、災害復興に係る基本方針を災害復興本部会議等の審議を経て、できるだ

け早期に策定し、公表するものとする。 
 

○復興計画の策定 
・ 事業を速やかに実施するための復興計画を作成し、速やかに公表するとともに

計画的に復興を進めるものとする。 
・ 計画作成にあたっては、関係機関と調整を図りながら既存の他の計画・事業等

との整合性を図りつつ実施する。なお、復興計画の作成に際しては、地域のコ
ミュニティが被災者の心の健康の維持を含め、被災地の物心両面にわたる復興
に大きな役割を果たすことに鑑み、その維持・回復や再構築に十分配慮するも
のとする。 

【特徴・参考となるポイント】 

地域防災計画の改定の際に、鳥取西部地震の復興における課題を庁内職員が総括整理した上

で体制、手順、目標を位置づけ。 
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目標等 

・ 復興計画の策定準備段階に当たっては、多様な価値観を持った様々な行動主体
からの参画を得るため、必要に応じて次の取組を実施する。 

・ 被災者、各分野にわたる有識者、住民団体等への意見募集 
・ 有識者、各種団体からなる委員会や各分野別の委員会の設置 
・ 様々な分野におけるシンポジウム、フォーラムの開催等 

 

○復興事業の実施 
・ 復興事業を実施するにあたっては、住民の合意を得つつ、国・県との密接な連

携のもと、円滑な事業遂行に努める。 
 

○復興事業の点検 
・ 復興事業の実施中または実施後において、定期的に町民生活の復興状況やニー

ズとの乖離について有識者等による点検を行い、必要に応じて事業変更または
支援事業の実施を行う。 
 

○分野別緊急復興計画の策定 
・ 上記に記載する復興計画のほか、災害の規模や社会情勢等の状況により特に重

要かつ緊急の対応が必要な分野があると認める場合は、復興計画の策定と平行
して、当該分野に係る緊急復興計画を策定することとする。 

 

復興手順 

■留意事項 
・ 町は、計画的な復興を進めるために、次の事項に留意するものとする。 

 

○事前復興対策（復興手順の明確化、基礎データの整備） 
・ 災害復興にあたっては、限られた時間内に復興に関する意思決定、都市計画決

定や人材の確保等膨大な作業を処理する必要があるため、復興対策の手順の明
確化、復興に関する基礎データの整備等事前に確認、対応が可能なものについ
てはあらかじめ把握しておくものとする。 
 

○住民の合意形成 
・ 地域復興の主体はその地域の住民であることから、早期にまちづくりに関する

協議会等を設置する等、地域住民の意見等を反映させながら、復興計画のあり
方から復興事業、施策の展開に至る災害復興のあらゆる段階において、地域住
民の参加と協力を得て行うものとする。この際、女性や高齢者の視点等、多様
な視点が反映されるよう、意見反映の方法に配意する必要がある。 

・ また、決定事項については速やかに公表し、周知徹底を図るものとする。 
 

○技術的、財政的支援の要請 
・ 町は、復興対策を進めるにあたり、必要に応じて県に対して技術的、財政的支

援等を要請するものとする。 
 

■資金計画 
・ 町は、災害復旧についての資金需要を迅速に把握し、適切かつ効果的な資金の

融資、調達を行うため、必要な措置を講ずるものとする。措置の概要は次のと
おりである。 

・ 災害関係経費に係る資金需要を迅速、的確に把握する。 
・ 一時借入金及び起債の前借等により、災害関係経費を確保する。 
・ 地方交付税の繰上げ交付を国へ要請する。 
・ 歳入欠陥債、災害対策債、災害復旧事業債について調査し、事業執行計画に万

全を期する。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

 

  

自治体名 徳島県美波町 

窓口連絡先 消防防災課      
0884-77-3619 

人口 6,434 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 ☑町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
☑【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
□法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 ☑事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン ☑【災害に強いまちづくり計画  】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

□３割以上 
☑３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

２ ２ １ １ ２ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 
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２－（１）事前復興に関する計画 

災害に強いまちづくり計画（改訂案）地域モデル 徳島県美波町 （平成 31年３月）  

計画の 

概要 

■災害に強いまちづくりガイドラインの作成の一環として作成 
・ 四国地方で大きく懸念される災害としては、南海トラフの巨大地震があげられるが、

その災害対策には、市町村間で大きな温度差があるのが実情であり、四国山地は全国
でも有数な地すべり地帯であり、中央構造線などが縦断し、土砂災害の発生しやすい
地帯でもある。 

・ こうした、四国地方の特徴を踏まえ、災害対策に積極的に取り組まれている 13 市町
と学識経験者、各県の担当部署等を中心に意見交換を行い、四国地方整備局で整理し
たものをガイドラインとしてとりまとめた。 

・ 本計画は、上記の目的に沿って作成された復興事前準備に準ずる計画である。 
・ なお、美波町では計画策定に先行して、地元住民の参加による由岐湾内地区で事前復

興まちづくり計画の検討が進められ、高台移転の可能性が検討されていた。 
 

基礎 

データ 

■津波浸水 
 

 
 

津波浸水想定区域（出典：徳島県津波浸水想定のデータより作成） 

（※基図については国土地理院の基盤地図情報を使用） 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

事前復興に関する総合的な計画を住民参加のもと策定。 

被災前から住民を中心に高台移転地を検討する等の取組を大学の協力も得ながら実施。 
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目標等 

■美波町の災害に強いまちづくりに向けた基本方針と基本施策 
 
〈基本方針〉 

 
〈基本施策〉 
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目標等 

■日和佐地区高台整備構想 
・ 日和佐地区の市街地には、災害時の活動拠点となるべき、役場や国、県の施設、日和

佐こども園といった要配慮者利用施設をはじめ、多くの住民の生活の場が津波浸水想
定区域となっているため、公共施設及び防災公園（応急仮設住宅用地）を高台に移
転・整備が検討され、UR 都市機構と津波防災まちづくりの推進に向けた協定（平成
30年３月 20 日）を締結し、その技術支援を得て具体的な整備が進められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高台整備イメージ（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日和佐市街地の主要施設の津波浸水深と浸水開始時間 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

【ヒアリング概要】 

復興事前計画を策定
された目的、背景や
経緯 

・ 国土強靭化地域計画(平成 28 年 10 月)で復興事前計画の策定促進が位置づけ 
・ 徳島県震災復興都市計画指針(平成 30 年３月)が策定され、策定を促された 

担当課について ・ 危機管理課  

作業人数 ・ ２名(課長＋担当) 

作業期間 ・ 令和２年度に基本構想、令和３年度に事前復興計画の策定作業を実施 

コンサルタント等へ
の委託の有無 

・ プロポーザル方式で選定 

復興事前準備の他の
内容(訓練)について 

・ 令和３年度に県が主催の住民参加型の復興まちづくり訓練のモデル地区とし
て実施 

・ その経験をもとに引き続き訓練に取組んでいく予定だが詳細は未定 

  

自治体名 徳島県海陽町 

窓口連絡先 危機管理課    
0884-73-4163 

人口 8,975人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 ☑町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
☑【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
□法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 ☑事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン ☑【海陽町事前復興計画    】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【             】 

□立地適正化計画（防災指針） □【             】 

□国土強靭化地域計画 □【             】 

□防災都市づくり計画 □【             】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

☑３割以上 
□３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ ２ ２ １ ２ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 



１２７ 

 

 

 

 

２－（１）事前復興に関する計画 

（徳島県）海陽町復興事前計画(策定中) 

計画の概要 

■経緯 
・ 国土強靭化地域計画(平成 28年 10月)で復興事前計画の策定促進が位置づけ。 
・ 徳島県の徳島県震災復興都市計画指針(平成 30年３月)に基づく策定作業を実

施。 
・ 専門コンサルタントをプロポーザル方式で選定。 

 
■予定する内容構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【特徴・参考となるポイント】 

事前復興に関する計画を新規に策定中。 
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■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

  

自治体名 高知県高知市 

窓口連絡先 都市建設部都市計画課   
088-823-9465 

人口 325,218 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 ☑中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
☑【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

☑地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□町村画マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

☑３割以上 
□３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ １ ２ ２ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 高知市地域防災計画[地震・津波対策編]_第５章災害復旧・復興対策の基本

方針において、「発災後迅速に復旧・復興を進めるために手順の明確化や復

旧・復興に関する基礎データの収集及び確認を発災前から実施します」と記

載している 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 他の自治体の被災状況を見て、事前準備の必要性を認識した 

・ 現在、「高知県事前復興まちづくり計画策定指針」の策定を高知県が進めて

おり、指針策定後には本市においても事前復興計画を策定する予定 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 現在、「高知県事前復興まちづくり計画策定指針」の策定を高知県が進めて
おり、指針策定後には県内市町村において事前復興計画策定が進むことが想
定される 

本市においても、現在、地域防災計画の中で復興対策について触れてはいる

ものの、事前復興計画を策定していく中で，より具体的な復興事前準備や復

興体制などの議論が進んでいくものと思われる 



１２９ 

 

 

 

１－（１）地域防災計画 

（高知県）高知市下知地区防災計画（平成 28年度） 

計画の 
概要 

■下知地区防災計画とは 
・ 「地区防災計画」は、平成 25年の災害対策基本法改正において、市町村内の一定の

地区居住者が行う自発的な防災活動に関する計画として、新たに創設された制度。 
・ 下知地区は、標高０～２ｍ程度という低地であり、近い将来に発生するとされてい

る「南海トラフ地震」による揺れ、津波、長期浸水により、甚大な被害が想定され
ている。 

・ 下知地区では災害への備えと住民の防災意識は高まりつつあったが、自主防災組織
の空白地区、地域コミュニティの不足、高齢化による担い手不足、木造住宅密集地
域の存在、津波避難ビルの偏在と不足、避難行動の実効性の確保、避難所の運営体
制、長期浸水時の孤立化対策や避難所の確保、被災後の人口流出につなげないため
の事前復興のまちづくり計画などの課題が存在しており、防災への取組が一層求め
られていることから、「下知地区防災計画」の策定を開始した。 

 

○計画の構成 

 

 

 

■策定までの取組 
・ 下知地区防災計画策定に当たっては、地域住民の参加する検討会や部会をワークシ

ョップの手法を用いて実施。 
・ 実施に際しては、内閣府による地区防災計画策定のモデル事業や高知市のモデル事

業として実施。 
・ ワークショップでは、アドバイザーの進行により、参加者が自由に意見を言いなが

ら、集合知を紡ぐことにより、議論が活発化し前向きで魅力あるアイデアを出すこ
とが可能であった。 

 

 
 

 

【特徴・参考となるポイント】 

地区レベルでの住民主体での検討により高台移転の検討等の内容を含む事前復興計画を作成

し、地区防災計画として地域防災計画に位置づけ。 



１３０ 

目標等 

■事前復興計画のコンセプト 

○全体の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○住む世代ごとの目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１３１ 

目標等 

■個別計画（事前復興計画の事前対策） 
・ 下知地区防災計画では、揺れ・津波・長期浸水・避難所運営のそれぞれから命を守

るための「個別計画」も策定されている。 
・ こうした中で、長期浸水への中長期での取組内容として、災害に強いまちづくりや

高台への移転といった内容も提案されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復興 
訓練 

■下知地区減災連絡会（住民主体の事前復興：地区防災計画を活用） 
・ 下知地区減災連絡会は、地区内の自主防災組織

などの連合組織として発足した。避難計画の作
成、防災訓練の実施、講演会の開催などを実施
し、内閣府の地区防災計画のモデル事業に取り
組んだ。内閣府モデル事業の後も高知市が予算
化して継続的に事業を実施している。 

・ 平成 27 年度より３年間かけて高知市のモデル
地区として、地区住民の方々が中心となり、下
知地区防災計画を策定。地区防災計画策定の過
程で、ワークショップ等の住民参画の場を創設
し、事前復興について意見交換を実施し、地区
防災計画をとりまとめた。 

・ 検討会での結果を踏まえ、高知市防災会議（会長
は高知市長）に提案を行い、高知市地域防災計画
に位置づけた。 

出典：高知市ＨＰ 
 



１３２ 

■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

  

自治体名 高知県香南市 

窓口連絡先 防災対策課      
0887-57-8501 

人口 33,193 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 ☑その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
☑【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
□法定計画の活用タイプ ☑事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 ☑事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン ☑【香南市事前復興計画     】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

□立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

☑３割以上 
□３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

１ １ ２ ２ ２ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 

復興事前準備に取組

んだ「目的」 

・ 庁内での復興時の実施内容の各担当課、職員の役割や内容を明確にすること 
・ 復興事業として実施が想定される内容や活用を想定する補助金事業を確認し

ておくこと 
・ 復興での居住の場の確保の方針や考え方を整理すること 
・ 復旧・復興プロセスでの業務内容の手順や実施時期について整理すること 

復興事前準備に取組

んだ「きっかけ」 

・ 他の自治体の被災状況を見て、事前準備の必要性を認識した 

・ 都道府県や大学等の外部機関からの協力、専門的な助言を得られた（シンポ

ジウムや勉強会の開催等） 

復興準備を進める

「メリット」 

・ 復旧・復興の時期的な手順や庁内担当の役割が明確となった 

・ 復興時の検討スタートとなる考え方が整理された 



１３３ 

【ヒアリング概要】 

復興事前計画を策定された目的、背
景や経緯 

・ 南海トラフ巨大地震による甚大な被害の発生が危惧されてい
た。 

・ 高知県による「震災復興都市計画指針」(平成 28 年３月)が作
成され技術的な支援が得られた。 

・ 高知工科大学が主催する防災・減災研究会が開催されそこに香
南市も参加していて、復興事前準備についての情報を得ていて
必要性を認識していたこと。 

・ 高知県が主催する全体模擬訓練への参加と、平成 30 年度には
香南市をモデルとした地区別模擬訓練が実施され、そこに建設
課と防災対策課が参加したことで、復興のことを視野に入れる
必要性を確認した。 

担当課について ・ 防災対策課。  

作業人数 ・ １名。 

計画の策定体制 
(庁内の検討体制／委員会の構成／
外部有識者等の参加状況等) 

・ 地域防災計画の補完として作成。地域防災会議に諮っている。 

作業期間 ・ 平成 30 年度。 

策定に際して参考にした事例など 
・ 復興まちづくりのための事前準備ガイドライン。 
・ 富士市事前都市復興計画(平成 28 年３月) 。 

庁内の理解 
（復興事前準備の必要性） 

・ 地域防災計画の改定を先行し、横断的な取組が理解しやすい体
裁とした。 

・ テーマごとに職員訓練を実施することとして、その際には市長
に挨拶を依頼。 

・ そのような取組を続けたのちに市長に事前復興の必要性を説明
し理解を得た。 

コンサルタント等への委託の有無 
・ 委託あり。ただ、事例が少なかったため、内容はほぼ担当者が

作成。 

行動マニュアルの策定状況 ・ 行動マニュアルは未策定。 

他の計画(地域防災計画への反映等)
への反映状況 

・ 地域防災計画にも反映している。 

復興事前準備の他の内容について 

・ 令和３年度から防災・減災ワークショップを旧町毎に１地区ず
つ計５地区実施。３回を予定しているがコロナもあり２回で様
子見。 

・ 関連する主体も参加してもらい、復興まちづくりの訓練として
実施している。 

計画策定が可能となった要因 

・ 高知県による「震災復興都市計画指針」(平成 28 年３月)が作
成され技術的な支援が得られた。 

・ 高知工科大学が主催する防災・減災研究会が開催されそこに香
南市も参加していて、復興事前準備についての情報を得ていて
必要性を認識していたこと。 

・ 県主催の模擬訓練を体感して庁内職員自らが東日本大震災の復
興の経緯等を整理し、想定される被災からの復興まちづくりの
イメージを確認したこと。 

・ 参考となる先進事例があったこと。 
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２－（１）事前復興に関する計画 

（高知県）香南市事前復興計画（平成 30 年 10 月） 

計画の 

概要 

■第１章 事前復興計画の概要 

○第１節 計画の目的 
・ 「香南市事前復興計画の目的は、東日本大震災における教訓等を踏まえ、事前に復

旧・復興に向けて取り組むべき施策を体系的に定めておくことで、発災時の混乱す
る状況下においても迅速な復興を可能とし、一日も早い被災者生活の再建し、さら
に安全で安心なまちづくりを進め、持続的発展が可能な都市にしていくことを目指
すものである。 

・ また、事前復興計画策定後は、復興にあたっては市民の協力が不可欠であることか
ら、内容の事前合意を形成するとともに、訓練を通じて、事前復興計画の内容を充
実させ、復興体制の強化や復興への対応力の向上を図ることとする。 

 

○地域防災計画との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

高知県が実施する復興訓練、大学との勉強会への参加により復興事前準備の必要性を認識

し、復興事前準備の内容を総合的に含む事前復興計画を新規に策定。その後も庁内職員の

訓練の実施等、継続的に復興事前準備に取り組んでいる。 



１３５ 

計画の 

概要 

■計画の位置づけ 

 
■計画の構成 

 
 

 



１３６ 

復興 

体制 

■第３章 復興まちづくりの体制 

○第２節 協働による復興まちづくり体制 
・ 被災した地域が迅速かつ着実に復興するためには、市民・事業者・行政及び中間支援組織

等の協働による復興まちづくりの体制づくりを構築する必要がある。復興まちづくりの体
制とその活動内容等について示す。 

〈復興まちづくりの体制づくり〉 
・ 建物の倒壊や道路等の被害が面的に発生した地域では、復興後、同じ被害を発生させない

ためにも、地域が一体となった復興まちづくりを進める必要があるが、そのためには、市
民の復興への意欲と合意形成が不可欠であり、「地域復興協議会」等の地域の復興まちづ
くりの方針等を検討するための組織を構築することが重要である。 

・ なお、組織の設立や運営については、市民が主体とするが、市民だけでは困難であること
が想定されるため、行政が支援するとともに、学識者やコンサルタント、NPO等をはじめ
とする中間支援組織の参画も必要である。 

〈復興まちづくり組織（案）〉 
・ 地域が主体となった復興まちづくり体制としては、発災後に地域の復興まちづくりの方針

等を検討する「地域復興協議会」を設立する。「地域復興協議会」等の設立には、既存の
自治組織等の活用が考えられ、本市では自主防災活動が活発である自主防災組織、地区ま
ちづくり協議会等の活用が考えられる。 

・ また、市は、復興対象地区のうち、重点復興地区については、行政としても計画的な復興
地域づくりの必要性が最も高い地区であるため、被災住民に対して地域復興協議会の結成
を強く働きかけていく。復興促進地区ならびに復興誘導地区においても、被災住民の発意
により地域復興協議会が結成されるよう推奨する。 

 

 

 

 

 

 

 



１３７ 

目標等 

■第４章 復興まちづくりの基本理念 

 
 

■第５章 復興まちづくりの目標・施策 
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目標等 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 



１３９ 

復興 

手順 

 
※詳細は「復興行動マニュアル」によることとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



１４０ 

復興 

手順 

 

■都市の復興プロセス（一部） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



１４１ 

■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

  

自治体名 佐賀県基山町 

窓口連絡先 総務企画課     
0942-92-7915  

人口 17,457 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 □その他の市 □特別区 ☑町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
□【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

☑立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 □津波 □水害 

建物 
被災率 

☑３割以上 
□３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

□２m 以上 
☑２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

３ ３ ３ ３ ３ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 



１４２ 

 

 

 

１－（４）立地適正化計画(主に防災指針)  

（佐賀県）基山町立地適正化計画(令和３年３月) 

基礎 

データ 

■第８章 防災指針の設定 
・ 居住誘導区域等における災害リスク分析と防災・減災まちづくりに向けた課題

の抽出をしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【特徴・参考となるポイント】 

立地適正化計画の防災指針の作成の際に、水害を想定し被災想定や復興課題を抽出。 



１４３ 

■復興事前準備に関する自治体取組事例・特性シート 

 

  

自治体名 宮崎県日向市 

窓口連絡先 都市政策課     
0982-66-1030 

人口 60,570 人(令和３年１月１日時点） 

 規模区分 □指定都市 □中核市 □特例市 ☑その他の市 □特別区 □町村 

災害発生に関する 

地域指定の状況 

□【首都直下地震緊急対策区域指定市区町村】 
□【南海トラフ地震防災対策推進地域】 
☑【南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域】 
□その他【                            】 

復興事前準備の 

進め方タイプ 
☑法定計画の活用タイプ □事前復興に関する計画策定タイプ 

事例として掲載 

する計画 

□地域防災計画 □事前復興に関する計画 

□市町村マスタープラン □【              】 

□津波防災地域づくり推進計画 □【              】 

☑立地適正化計画（防災指針） □【              】 

□国土強靭化地域計画 □【              】 

□防災都市づくり計画 □【              】 

想定される 

災害状況 

☑地震 ☑津波 ☑水害 

建物 
被災率 

☑３割以上 
□３割未満 
□１割未満 

□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

浸水 
深 

☑２m 以上 
□２m 未満 
□不明 

復興事前準備の 

取組状況(R３.７末) 

体制 手順 訓練 基礎データ 目標 

３ ３ ３ ３ ３ 

【取組状況】   １:検討済み  ２:検討段階  ３:検討していない 



１４４ 

 

 

 

 

１－（４）立地適正化計画(主に防災指針)  

（宮崎県）日向市立地適正化計画(令和３年５月修正) 

基礎 

データ 

■１章 現況の整理 

○自然災害・防災について 
・ 土砂災害危険箇所(土石流危険区域、急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇

所)の把握 
・ 津波浸水想定区域の把握 
・ 洪水浸水想定区域の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特徴・参考となるポイント】 

立地適正化計画の防災指針の作成時に被災時の課題を抽出。復興目標として具体の事業につ

ながる集団移転や宅地嵩上げ等の検討を位置づけ。 



１４５ 

目標等 

■第３章 (都市機能誘導区域・居住推進区域での)誘導方策 

○３．防災指針の検討 

〈内水災害のリスク分析〉 
・ ハザードマップ、人口メッシュ、医療・福祉施設立地状況を重ね合わせて分

析。 
・ 内水災害の地区毎の課題抽出、取組方針、具体的な取組（実施主体の整理を含

む）、実施スケジュールを整理している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈内水災害の課題への取組方針〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１４６ 

目標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


